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H 公共事業と構造「改革」路線
(2)小渓:g政権の経済「再生」路線と景気対策
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1. 小測新政権の成立と景気動向
(以下次号)
98年7月の参院選では，大幅な過半数割れによって惨敗した自民党は，参院
では小説l総裁が首班に指名されず，衆院でも議員を他党から引き抜いて党籍を
変更させるという「虚構の多数」を支えに，民意に反して小測政権を発足させ
た(1)。小淵新首相の所信表明演説 (8月7日)では(2) 景気回復に「内閣の命運」
をかける「経済再生内閣」と自ら名付けたが 「創造的発展への基礎固め」と
題する経済企画庁の「経済白書J(98年7月発表)が当時の景気動向をどのよう
にみていたのかについて整理しておこう。
まず，第1章「景気停滞が長引く日本Jでは， 97年度の日本経済について，
“自律回復過程への復帰が挫折して景気が足踏みし 停滞状態になった"とし，
その要因として，第1に，消費税率のアップなど国民負担増の影響，第2に，金
融機関の破綻や貸し渋り，第3にアジアの経済危機，などをあげ，その結果，
“当初は家計の可処分所得・消費が減速 また企業の予想以上に需要が減速し
たことから在庫が溜まって生産調整に至ったが 次第にその影響が設備投資や
雇用にも及んできている"と景気の悪循環を指摘していた。また，貸し渋りに
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ついては， 92年前後から中小企業で， “企業の実感として貸出態度の慎重化が
始まっていた可能性がある"と述べるともに“昨年中にも一層貸出態度が慎重
化した"と分析し，中小企業の設備投資に影響を与え，今後も， “銀行が中長
期的に収益性を重視し，資産規模の見直しゃ融資内容の見直しが進む"と予測
して貸出抑制の方向に動くと見なしていたのである(【金融機関の貸し出し態度
の慎重化】)。また，第2章「成長力回復のための構造改革」では，今後“企業
のリストラが更に進展し雇用に悪影響を及ぼす可能性もある"と示唆し，第3
章「各種構造改革下の経済政策」では， r裁量的財政政策の有効性】について，
“財政赤字の拡大は，財政収支の悪化と将来の負担増への懸念から，家計の将
来不安を高めることになり 家計が支出増に慎重になる可能性は否定できない"
と指摘し，借金による公共事業の拡大が国民の消費を逆に抑制して景気回復に
逆行すると警告していたのであるω。
このように，政府の調査機関自身でも，消費税率の引き上げが引き金となっ
て需要の停滞が生産に波及し，中小企業の倒産多発や大企業のリストラによる
失業の急増から所得の減少を通じて，さらに消費を冷やすという悪循環に陥い
る危険について示唆していたが，小測政権が衆院の「虚構の多数」を支えに真っ
先に手がけたことは，国債発行を財源とした浪費型公共事業の拡大こそ「景気
回復」につながるとする既に破綻ずみの「理論Jを前提に，大銀行支援に60兆
円(のち 70兆円)もの税金を投入する枠組みづくりと，国と地方合わせて100~包
円を越す借金を増やしてゼネコン型公共事業の大盤振る舞いを強行していくこ
とであった。
2.財界総本山の要求(4)
98年7月小淵新内閣の発足を受け，経団連では， I新内閣に望むJと題した9
項目にわたる要望をまとめていたが，同時に， 8月4日には， 日本商工会議所，
日本経営者団体連盟，経済同友会と共同で6項目の要望をまとめ，財界あげて
の強い要求として小淵首相に提出した。
経団連「要望書」では，参院選での自民党惨敗による財界の危機感を背景に
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したものであるだけに “新内閣は 強いリーダーシップを発揮して国民の間
にある閉塞感，不安感を払拭し，現下の未曾有の危機を克服すべきである。内
需主導型の景気の本格回復のためには，わが国経済の構造改革が不可欠であり，
これはわが国のみならず噌アジア・世界経済の安定的発展にとって重要?ある。
経済界としても，この結済的困難を克服するため最大限の努力を払う。以上の
考え方に立って，下記め重要施策を早急に断行すべきである"と強調し具体
的には，金融システムの安定・強化と不良債権の早期処理，税制の抜本「改革」
の推進，効果的な財政ι，出動 規制の撤廃・緩和と小さな政府の実現，年金制
度の再構築，持合株式め交換制度の導入，戦略的産業技術政策の構築，新たな
雇用機会の創出，アジア経済危機への対応など9項目を提示したものであった。
その主要な内容は 金融機関による第E分類債権リスクの細分化と早期デ、イ
スクローズ，金融の再編;・強化をはじめ 法人税の実質減税と個人所得税の制
度減税，連結納税制度。〉導入，都市計画道路の整備， i高コスト構造の是正j
に有用な物流インフラや情報化住宅部門 人材育成など 国家プロジ工クト
による政策資源の投入と公共事業の推進 労働者派遣事業などをも含めた規制
の緩和・撤廃や確定拠ι型年金制度の導入，さらには，アジア諸国に対する貿
易・投資の自由化路線堅持の要求などであったと要約することができよう。
同年8月に経済同友会ち単独で要望書を提出しているが(ぺそこでも，“小説1I
新内閣には，わが国を覆う閉塞感，不安感を根底から払拭するよう，迅速かっ
大胆に行動することを何よりも期待したい"と強調し，具体策として，第lに
税制の抜本改革に向けた制度減税の実行をあげると同時に，第2には，不良債
権の早期・抜本的処理と金融システムの再生を掲げた。
以降，小淵政権の経辞・「再生」路線は， これら財界の要求に対応して護関さ
れていくが，その第一基手は，橋本政権の消費税率引き上げなどによる攻策失
敗によって引き起こさ寸た大不況に緊急対応する措置として， 98年1月乃ゼネ
コン型公共事業を主要む柱とする「緊急経済対策」の実行であった。
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3. i緊急経済対策Jの策定(6)
98年4月の橋本政権による従来型公共事業を中心とした16兆6，000億円規模の
「総合経済対策」の実施によっても，株価も為替も下げ止まりには効力がなく，
景気回復には結び、つかなかっただけに，今回の「緊急経済対策」の実行による
効力が問われた。その具体策として，まず，“資本増強恥度の実効ある運用を
図る"などとした〔金融システムの安定化対策] [信用収縮対策]として， 5.9 
兆円程度，“中堅企業等向けの貸し渋り対策を抜本的に強化"や景気回復策と
してのけ1世紀先導プロジェクトJI産業再生計画」など「社会資本の重点的
整備」に8.1兆円程度，住宅金融公庫等の融資など「生活空間倍増戦略プランJ
に1.2兆円程度， I緊急雇用創出特別基金(仮称)J を創志して「雇用活性化総
合プラン」の実施に1.0兆円程度，また，“一定年齢以下の児童を持つ家庭及び
老齢福祉年金等の受給者等"への「地域振興券」交付にo.7兆円程度， 9年か
ら最高税率の50%への引下げによる個人所得税4兆円規模と実効税率の40%程
度への引下げによる法人課税6兆円超の恒久的減税，さらには，“世界経済リス
クへの対応"としての「アジア支援策」に1.0兆円程度，などが打ち出され，
総事業費は恒久的減税6兆円超を含めて，ほぼ27兆円規格;にのぼったが，その
過半が，大型公共事業の増強と法人税・所得税の減税で、あったことは一目瞭然
である。
以上のような大型の「緊急対策」によって “金融システムの安定化・信用
収縮対策等により 実体経済回復のための条件を整備"山“社会資本整備及
び所得減税等による今後1年間のGDPへの効果は，名目で2.5%程度，実質で
2.3%程度，このほか，住宅投資の促進策，雇用対策等により，景気回復に大
きな効果"が見込まれ 9年度にはブpラス成長へ転換し 2000年度は回復軌道
に乗せることができると踏んだのであった。
以降，従来型の公共事業中心といえる「緊急経済対策」を起点とした経済
「再生J路線が継続し， 9年4月の10月金融再生法や金融機能早期健全化緊急措
置法による公的資金60兆円の大銀行投入， 99年7月の国民の9割増税，大企業・
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金持ちの恒久的減税を内容とした同年の税制「改定J，99年7月の新「農基法」
の制定による農産物自由化促進， 99年8月の「産業再生法」によるリストラ奨
励，さらには， 99年1月の「経済新生対策」による大型公共事業の促進と国債
の増発，給付削減と保険料引き上げの2000年2月の年金制度「改正」など，小
淵政権の下で自由党や公明党の協力によって展開していくのである。
かくて，結果的には， 98年度の実質GDP成長率マイナス1.1%から9年度
には0.9%とプラスに転じ 2000年度もプラス1.5%と持続したことから，その
景気対策が成功したかにみえたが 小説'1政権が終荒する2000年度上半期には，
国債残高は前年比12.8%増の492~凶， 698億円と過去最高を更新し，国・地方合
わせた債務残高の合計では642億円，対GDP比129%とEU基準を逢かに凌駕
した破滅的領域に既に達するに至った。その主要な要因が，度重なる大型公共
事業を中心とする大型景気対策実施のために補正予算編成で国債の大増発に踏
み切ったことにある。その間，所得減税と称した事実上の庶民増税や産業「再
生」と称したリストラ推進による失業の増大 さらには 年金制度「改正」と
称した事実上の「改悪」などにつて，一部マスコミから，景気回復どころか，
国民の消費を一層冷やす「経済破綻内閣」であると批評された庶民泣かせの施
策が継続したために， 2000年度下半期には 再びGDP成長率マイナス2.7%
と大きくダウンするに至るのである。こうした大企業よりの政策を強行する背
景には，財界総本山のあくなき要求と衆院の「虚構の多数Jによる支援があっ
たことを看過すべきではないであろう。
②「金融再生トータルプランJと関連法の成立
1. rブリッジバンクJの提起と「金融再生トータルプラン」
98年7月30日に小測政権が成立する直前の6月には日本長期信用銀行(長銀)
と住友信託銀行が合併構想、を発表したが， 7月の参院選後には三井信託銀行と
米大手のプルデンシャル保険が投資信託の合弁で合意，また消費者金融のレイ
クもGEキャピタルに全営業権を譲渡することで基本合意し，さらに住友銀行
と大和詮券が証券業務で包括提携するなど，金融再編への動きが活発化した。
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こうした状況下の98年8月7日の所信表明演説において，小測首相は，“内閣
を「経済再生内閣」と位置づけ， 日本の金融システムが健全に機能し， 日本経
済が再生することこそ，アジアを始めとする世界に日本が貢献する最大の道"
であると断言したように，国債大増発を財源としたゼネコン型公共事業の拡大
と併行して，金融システムの「改革J=金融「再生」トータルプランの設定こ
そが，財界の要請に対応して次に実行に移すべき課題とした。
8月21日には， 日本長期信用銀行が7，500億円の不良債権処理を柱とする再建
策を発表し，資本充実のため公的資金導入を申請した。これを受けて小潟政権
は，長銀と住友信託銀行の合併を全面的に支援すると発表し，衆院本会議で金
融機関の破綻回避のための「ブリッジパンクJ(受け皿・つなぎ銀行)設立をは
じめとする金融関連6法案の趣旨説明を行って，ブリッジバンク法案などの金
融再生法案の審議に入った (7)。それまで政府は “長銀が破綻したら日本発の
金融恐慌が起こり兼ねない"とか“長銀は債務超過ではない"，あるいは“長
銀には公的資金を注入し 住友信託と合併させて救済する"などといい続けて
いたが，実際には，長銀は債務超過で公的資金を入れるわけにはいかず，住友
信託との合併話も白紙に戻り，公的管理によって破綻処理されることになった。
以上のような「金融再生トータルプラン」の実施動向に対応して，財界による
金融システム「再生」要求が提示されたのである。
2.財界の金融システム「再生Jプラン
98年8月経済同友会は「小淵新内閣への期待と提言」を提出して，小測政権
の実行すべき課題を “第lの柱は税制の抜本改革に向けた制度減税の実行であ
り，第2の柱は不良債権の早期・抜本的処理と金融システムの再生である"と
強調した。経済同友会の“税制改革"については，のちに言及するとして，こ
こでは，まず，“不良債権の早期・抜本的処理と金融システムの再生"の要求
からみていくことにしよう。
“金融システムの再生が経済の活力再生にとって不可欠の課題であり，最早
これ以上の先送りが許されないことは言うまでもない。不良債権の早期処理と
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金融システムの再生については，既に政府・自民党において，いわゆるブリッ
ジバンク構想によって強化された「金融再生トータルプラン」が示されている。
今後，新内閣は臨時国会において関連法案を速やかに成立させ，不良債権処理
を中心とする金融システムの再生を着実に進める必要がある。(中略)ブリッ
ジバンク構想の法制化に当たっては， (中略)その前提として，当の金融機関
がそれぞれ抜本的なリストラに取り組むとともに，自らの特色を活かす将来像
を自己責任によって確立すべきことは言うまでもない"との経済同友会の要求
に呼応して，金融システム安定化関連法案についての政府・与党案が8月5日，
野党三会派(民主，平和・改革，自由)案が9月3日に国会に提出され，本格的な
論戦が始まったのである。
98年9月には，経団連も今井会長名で「金融安定化緊急声明Jを発表し(E)，
“目下，わが国にとコて，最も重要かつ緊急を要する課題は，金融システム安
定のための法整備である。金融システムの安定なくしては，わが国経済の早期
回復はありえない。金融システム安定のための法整備が遅れれば，わが国経済，
ひいては世界経済に深刻な打撃を与えることになる。国会においては，一日も
早い金融システム安定のための法整備に向けて，与野党あげて全力を傾けても
らいたい"と強調し 巨大銀行の育成を期待した。
9月1日には東京三菱銀行，三菱信託銀行，東京海上火災保険，明治生命保
険の三菱系金融4社が投信や証券業務で提携に合意し， 12日に長銀関連ノンバ
ンクの日本リースが会社更正法の適用申請したが，負債総額約2~~1 ， 800億円で，
企業倒産では過去最大を記録した。また， 28日に東海銀行とあさひ銀行が個人
向け取引分野を中心I~包括提携し， 10月に入って第一勧業銀行と米国の JPモ
ルガンが投信で提携， 日本興行銀行と第一生命保険も全面提携した。さらに東
洋証券と日商岩井，生友生命保険が投信で提携するなど 金融再編が進行する
中で，同8日に住友信託銀行が長銀との合併検討停止を発表したのである。
3. r金融再生トータルプラン」関連法の成立
先の国会で政府提出の「ブリッジパンク」法案に対して修正案が提出され，
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破綻金融機関を公的資金で救済しないといという前提に，預金保険法上の破綻
宣告なしに破綻しかかった銀行を国有化し，公的資金で不良債権を取除いた上，
再び民間に売却するというルートが法案修正されて， 10月12日に金融再生法が
可決・成立した。これによって， 13兆円の資本投入を用意した金融安定化法の
廃案が決まったが，第2次補正予算案(金融再生勘定18兆円，金融健全化勘定25兆
円の政府債務保証)が提出され，同16日に金融機能早期健全化緊急措置法が成
立し，バブルに踊った銀行や大手ゼネコンの不始末をまるごと公的資金で処理
することのできる法案が可決・成立したことになる。以下，両法案の内容と性
格について言及していこう。
イ.金融「再生」法の内容と性格
金融「再生」法(金融機能の再生のための緊急措置に関する法律)は，金融シス
テムの安定と預金者保護などを目的にして，金融機関の破綻処理制度の整備の
促進を図ることに目標があるとされたが， 2001年3月末までの時限的措置であっ
た。 法令の具体的内容は，金融機関の破綻処理の原則を明示し，金融整理管
財人による管理，破綻した金融機関の業務のブリッジバンクによる継承，銀行
の特別公的管理，金融機関などの資産買取に関する緊急措置制度の創設による
金融機関の破綻処理制度の整備などであった。
新たに設置された金融再生委員会によって破綻認定が行われ，金融整理管財
人と公的ブリッジバンクへの移行による破綻処理スキームと特別公的管理によ
る一時国有化スキームが整備されて 破綻銀行を営業譲渡などによって一定期
間内に破綻処理させるというルールが確立したのであるへ
金融「再生」法の仕組みは 破綻またはその恐れのある金融機関について普
通株を国が取得して一時固有化し，該当金融機関の不良債権処理を進めた上で，
他の金融機関に営業譲渡あるいは株式譲渡し，この受け皿となる銀行には公的
資金の投入を認め，また金融整理管財人の管理による公的ブリッジバンク(つ
なぎ銀行)での処理もできるようにした。ちなみに，金融再生法適用の第一号
は日本長期信用銀行(当時=長銀)で，一時国有化の後， 2000年6月には外資系
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投資グループの下で「新生銀行」として再出発したことは周知のところである。
これによって， 98年2月に成立し，最大30兆円の公的資金を投入になった金融
「安定化」法(1的は廃止された。
要するに，体力増強目的の13兆円枠の対象銀行は健全銀行が建前であったが，
従来からある損失穴埋めや不良債権買取枠17兆円(特例業務勘定)と併せて30
兆円となり，金融「再生」関連法の成立により株式や不良債権などを買取るた
めに18兆円枠の(金融再生勘定)が新設されたのである。
口. r金融機能早期健全化」法(11)の内容と性格
「金融機能早期健全化」法の内容は，まず，金融機関の破綻に際して，民間
の引受金融機関が登場しない場合，金融システムの安定と預金者保護を確保す
るためと称して，“善意かつ健全でありながら新たな取引銀行を見いだせない
借り手の対策"のために，破綻後直ちに当該銀行の業務を公的管理とし，融資
の維持・継続できる公的な新銀行を「ブリッジパンクJ(つなぎ銀行)として設
立し，預金保険機構を活用する ということにあった。そのためにブリッジバ
ンク制度を創設し，破綻金融機関の業務・財産管理のための金融管理人を選任
して (2001年3月31日までの時限措置)，被管理金融機関の業務を引受け手として
の民間金融機関に承継するよう努めさせ，あるいは「公的ブリッジバンクJに
暫定的に維持・継続させる制度を創設し，また，預金保険機構では公的ブリッ
ジパンク」の経営管理を行う銀行持株会社「平成金融再生機構」を公的資金に
より設立し，その資金として，金融安定化のために措置された公的資金13兆円
(1金融危機管理勘定J) を活用するというものであった。
こうして，早期健全化法によって，自己資本比率を基準として段階毎に銀行
の経営健全化を促すこととなり，破綻前処理が手続化されたほか，自己資本比
率8%以上の健全銀行にも公的資金注入の途が聞かれることとなったのである。
要するに，健全・不健全・破綻寸前の銀行にも公的資金(税金)の投入ができ
るようになったのであり，新規に25兆円の「金融機能早期健全化勘定Jが設定
されたのである。こうして， 1""特例業務勘定J17億円， 1""金融再生勘定J18億円，
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「金融機能早期健全化勘定J25兆円，以上の3勘定併せて合計60兆円に枠組みが
膨張し，当初の30兆円から倍増することになったのである。銀行の不良債権は
バブル経済に踊って土地投機や乱脈経営など継続の結果であり，自己責任・自
己負担 (91年にアメリカでは預金保険料の値上げによる解決)の原則で決着する必
要があった。だが，その真のねらいは金融ビッグバン(金融市場の自由化・規制
緩和)に生き残るための巨大銀行育成にあったが，当の巨大銀行は，国内では，
中小企業から資金回収・貸し渋りで倒産に追い込み，海外では，破綻寸前となっ
たアメリカのヘッジファンドLTCMに対する住友銀行の融資など，ハイリス
ク・ハイリターンの投機的取引に奔走していたのである。 98年3月に優良銀行
として公的資金(税金)1， 700億円を投入した長銀株などは，カミクズ同然と
化してしまい，国有化して株式取得しても損失穴埋めに5兆円もの公的資金の
投入を必要とし，また株を売却しでも元金回収の保証などなくなってしまう始
末となったのである。さらにいえば 金融ビッグパン(金融システムの「改革J)
の重要なねらいが，表2-17にみられるような1，209兆円にのぼる個人金融資産
を「自己責任」の宣伝の下に「リスク商品」に取り込んでいくことにあったこ
とは今や明白である。
公的資金の投入に伴う経営者・株主の責任追及や投入後の経営監視が不十分
で，モラル・ハザードを必ず招くような金融関連法案を審議した「金融国会」
において， 自民党は民主党，平和党(当時)， 自由党など野党の協力をえて，
金融機関に60兆円もの公的資金(税金)を投入する枠組みづくりに，まさしく
表2-17 96年末の先進国金融資産比較
--- 個人金融資産残品 金融資産の内訳日 本 1， 209兆円 現金・預金など632%1
アメリカ 2，477 有価証券36.2%
イギリス 370 保険・年金51.4% 
ドイツ 358 
(注) 第一勧業銀行リポート『ハートの経済情報~ (198年8月号)。
96年末為替相場で換算
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奔走したことになる(ω1ηω2幻)
4. 日本長期信用銀行の特別公的管理と譲渡
イ. 日本長期信用銀行の特別公的管理(一時国有化)決定
98年10月23日に長銀の特別公的管理(一時国有化)が決定し，さらに大和銀
行が海外業務撤退を発表 つづいて 三井信託銀行も海外業務撤退を発表した。
1月に入って，第一勧業銀行と富士銀行が信託合併を発表し， 日本生命保険と
ドイツ最大手のドイツ銀行が資産運用での合弁に合意するなど，金融再編が進
行した。当時の金融動向について 日銀関係者も “我が国の金融システム問
題については，金融再生法 金融機能早期健全化法をはじめとする一連の法律
が成立，施行されたが，不良債権問題が依然として大きな課題となっており，
我が国金融機関を取り巻く内外の環境が引き続き厳しい中で金融機関に対する
不信感は，依然払拭されていない。これは，金融機関の資本基盤が，不良債権
の増加や，保有株式の価格低下などから，著しく脆弱化しているのではないか，
とみられているためである。従って，現在重要なことは 金融機関自らが極力
早期に，かつ，市場の評価を取り戻すための対応を図っていくことである"と
論じているように(ベ金融「再生J法施行後に破綻銀行が増加し， 98年10月の
長銀の特別公的管理(固有化)につづいて， 12月には日本債券信用銀行が特別
公的管理となった。 99年に入って4月国民銀行が金融整理管財人の派遣対象と
なったのにつづいて， 5月幸福銀行， 6月東京相和銀行， 8月なみはや銀行， 10 
月新潟中央銀行などが同じく金融整理管財人派遣の対象金融機関に指定された。
金融監督庁の発表SE C (不良債権基準に関するグローバルスタンダード)による99
年3月期の銀行保有不良債権は29兆7，580億円であったが，金融機関の自己査定
では，以降拡大して同年7月には87兆5，270億円にものぼった(14)。こうした金融
情勢の下で， 日本長期信用銀行の譲渡(売却)が決定されのたのである。
口. 日本長期信用銀行の譲渡
金融再生委員会が長銀の譲渡(売却)先として，アメリカの投資会社リップ
ルウッド・ホールディング社をはじめとした「ニュー・ LTCB・パートナー
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ズ」に決定するまでの過程についてみると，まず， 99年5月にアメリカの投資
会社リップルウッド・ホールデ、ィング社が買収に名乗りをあげ， 次いで， 6月
に中央信託銀行と三井信託銀行が名乗りあげた。
同年8月に金融再生委員会は，長銀の破綻処理として，既存の債務超過約3兆
5， 000億円のために公的資金(税金)の投入(整理回収機構に不良債権の売却)を
決定し，その後の資産劣化に対応する引当金として約5.000億円の公的資金を
投入した。譲渡する際には，新生長銀に対して2，400億円の公的資金を資本注
入するとし，さらに，譲渡後に債権が劣化(担保不動産の下落)した場合の二次
損失には， 20%の減価を条件に3年以内に限定して預金保険機構に対して引取
請求ができるという「特約」を付けることになった。
以上のような手厚い手当の下に 同9月 金融再生委員会は日本長期信用銀
行の譲渡(売却)先について，アメリカの投資会社リップルウッド・ホールディ
ング社など「ニュー・ LTCB・パートナーズJを「最優先交渉先Jに決定し
たのである(15)。総資産約12兆円の譲渡価格はわずか10億円に減価したことにな
るが，まさに，アメリカやG8など先進資本主義諸国が，対日要求の中で日本
の構造「改革Jとして不良債権処理を殊更に強調してくる所以が見え隠れする
感がある。
5. 日本経済「再生」の基本戦略~経済戦略会議「答申J"-'州
金融「再生」トータルプラン関連法が成立し，その一部が既に実施された段
階の99年2月に，小淵首相の諮問機関である経済戦略会議が「日本経済再生へ
の戦略Jと題する「答申」を発表した。その中で， 日本経済の再生に向けた基
本戦略の一つに， Iバブル経済の本格清算と21世紀型金融システムの構築Jと
して，“バブル経済の本格的な清算を行うと同時に，間接金融に過度に依存し
た日本型金融システムを21世紀に相応しい新しいシステムに変革することであ
る。バブルの本格清算とは 金融機関の整理・再編を促すと同時に不良債権の
実質的な処理(担保不動産の流動化)を促進することであり，そのための新しい
仕組みゃ制度・環境整備が急がれる。その成否を握る鍵は，優良不動産も含め
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て不動産の流動化・証券化を促進し，不稼働資産をキャッシュフローを生む稼
働資産に変えることにある"と提言し，金融「再生」関連法とその強行を支持
した(17)
ところで，経済戦略会議の経済「再生」に向けた基本戦略とは，一体， どの
ような内容であったのか，小沸l政権の今後を見極めていく上でも，欠かせない
「戦略」となるので，全5章にわたる概略を把握しておきたい。まず，第1章
「経済回復シナリオと持続可能な財政への道筋」では，小さな政府の実現によ
る徹底した歳出削減やアウトソーシング，固有財産の可能な限りの売却・有効
活用，課税ベースの適正化などのあらゆる政策努力を行うことによって，中期
的に財政のサステイナビリティー(持続可能性)を取り戻すことは十分可能で
ある，というのが骨子となっているが， r小さな政府Jの奨めと，バブルの破
綻によって自ら招いた不良債権を抱える銀行に70兆円もの巨額な公的資金を投
入するのとは論理矛盾であり， r自助・自立」や「自己責任」を事あるごとに
強調するのとも矛盾していたといわざるをえない。
第2章「健全で創造的な競争社会の構築とセーフティ・ネットの整備」では，
公務員制度の改革，規制撤廃や各種の制度改革の強力な推進，公会計制度の改
善，財政投融資の抜本改革等を通じて，肥大化し非効率となっている公的部門
のスリム化・効率化を実現することが日本経済の「再生Jを可能とする唯一の
途であり，努力した者が報われる公正な税制改革や創造的な「人材」を育成す
る教育改革などが不可欠とするものであった。これらは 橋本政権の6大「改
革」で強調された内容とほぼ同一であり，殊更，目新しいものではなかったが，
戦略会議「答申」後では，小測政権の下で，まず着手されるのが“努力した者
が報われる公正な'税制「改正」となった(本稿③参照)。
また，第3章「バブル経済の本格的清算と21世紀型金融システムの構築」で
は，上記で述べたバブルの本格清算を強行し， 1，200兆円の個人金融資産を有
効活用し日本経済の再生に必要な戦略産業分野にいかに資金を円滑に流すかが
不可避であり，金融市場，規制・法制，税制，会計制度のあらゆる面でグロー
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バル・スタンダードに合致した多様で効率的な金融システムを構築することが
不可欠であるとすもので，すでに，一部が「金融再生トータルプラン」関連法
の下で強行されたものであった。
さらに，第4章「活力と国際競争力のある産業の再生Jでは，産業の新陳代
謝を活発化させる起業支援，企業再編や新たな経営システムの構築を政府が側
面から支援し，将来発展が期待される産業分野に経営資源を集中させ得るよう
環境整備を行うことが重要あると同時に 21世紀において高い成長が期待され
る戦略産業の創出を目指して，戦略的な技術開発や規制緩和，国際標準の確保，
先導的国家プロジェクトの企画・実施など民間活力を最大限に活用したトータ
ルな取り組みが不可欠である， としたものであるが，やがて， 1産業再生法」
というリストラ法のもとに実行されるのである。
第5章 121世紀に向けた戦略的インフラ投資と地域の再生」では，重点的に
取り組むべき戦略プロジェクトとして，都市再生，環境，情報インフラ，教育・
人材育成，福祉，住宅などを21世紀に不可欠な国家的重要分野と位置づけ，計
画を実施していくよう奨励したものであったが， 1月の「経済新生対策Jとい
う名称の「緊急経済対策」として，その一部が実行に移されることになる。
以上のよるな「基本戦略」の提言(答申)と実行のための「経済再生に向け
た戦略ステップ」として 実行に移す期間を今後10年間とし，経済回復プロセ
スを前提とする3期間を設定するが，その第l段階としての「バブル経済の集中
的清算期間J(199--200年度頃)では，景気・金融システム安定化との関連で
最優先で進めるべき政策の実施をあげ，第3章「バブル経済の本格清算と21世
紀型金融システムの構築」の実行に重要部分で重複したものであったといえる。
第2段階として「成長軌道への復帰と経済健全化期間J(2001 --202年度頃)では，
景気動向とは関係なく極力早期に進めるべき多岐にわたる構造「改革」の実行
についてであったが 第1章「経済回復シナリオと持続可能な財政への道筋j
および、第2章「健全で創造的な競争社会の構築とセーフティ・ネットの整備」
などが，基本部分において対応するものであったといえる。第3段階として
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「財政再建，構造改革による本格再生のための期間J(2003年度頃)では，景気
回復を待って「改革」に着手するなどとしており， r答申」の内容を着実に強
行して「再生」させようということに目的がおかれていたものといえるが，小
測政権による経済「再生」路線の強行によって，その結果が明々白々になって
いくのである側。
③ 99年度の税制「改正」論議と第2次小渓，IJ政権
， .財界の直間比率「是正」論
まず， 98年8月に小測新政権に対して要求した経済同友会の「提言J (前掲
「小測新内閣への期待と提言J) をみると その第lの柱は “税制の抜本改革に向
けた制度減税の実行"であり 第2の柱は，“不良債権の早期・抜本的処理と金
融システムの再生"とであったが 後者は すでに前項② (f~金融再生トータ
ルプラン』と関連法の成立J) で追究したので， ここでは経済同友会の主張する
税制「改革」について検討しておこう。
その内容は，まず，“所得に過重な負担をかけず，国民や企業の意欲を引き
出し，民間の自律的な経済活動を活性化させること'¥次いで，“受益と負担の
関係をできる限り明確にし，納税者意識を喚起すること"，さらに，"国際的
な整合性があり，わが国を事業活動の場として公正かつ魅力的なものとするこ
と"など3点をあげ，その実行のために，新内閣が着手すべき緊急の具体的な
制度減税として，所得税・住民税を合わせた最高税率を9年から50%に引き下
げ，累進構造を「フラット」化すること，法人所得に対する課税の実効税率を
9年度から先行して40%に引き下げることなどを提示してみせたものであった。
要するに，国際的整合性や受益者負担，累進構造の「フラット」化などを前
提にした所得税・法人税など直接税の減税，尽きるところは間接税の増税を代
言したものであった。
次いで，同9月の経団連「提言J(19) の検討に移ろう。その内容については，
“ここ数年の法人課税に特化した提言から税制全般にわたる提言になったこと，
景気対策のための税制措置と21世紀に向けた制度の構築としての税制改革とを
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峻別して提言したこと，特に社会保障負担財源として，将来にむかつて消
の充実を明確に提言したこと"などが特徴であると自らが述べているよう
きわめて明け透けなものであった。
すなわち，その要旨は，まず“直間比率の是正"と明言し，“将来に向
消費税をわが国の税制の重要な柱として位置づけ充実を図る"として消費
増税を強調し， これに対して所得税・法人税に関する“先進諸外国との整
をあげるとともに，所得税・住民税併せた最高税率65%の50%への引下げ
人課税の制度改革として，実効税率の40%へ引下げなどの具体的要求を提
たものであった。さらには，連結納税制度の導入，“少子・高齢化を支え
旗印にした年金制度の「改革」 有価証券取引税・取引所税の即時廃止な
も及んでいたが，いわば，先の経済同友会の「提言」とほぼ同一内容であ
また，近き将来を見越した連結納税制度は，企業グループを一つの企業
なし，親会社黒字，子会社赤字の場合に，現行の別途決算制でなく，親会
子会社決算連結して子会社の赤字を親会社の黒字で相殺，親会社黒字に対
課税を大幅に減税する制度で，企業再編によるリストラを税制から支援す
業「再生」法の先取り的制度であった。それ故 経団連「平成1年度税制
に関する提言」をはじめ 財界が一貫してその実施を要求してきたのであ
2.直間比率「是正」論の矛盾
財界の立論での特徴は，受益負担，国際的(先進諸国)との「整合性J，累進
構造の「フラット」化，具体的減税として，所得税・住民税を合わせた最高税
が恒常的に主張されてきたことにあり 社会保障負担財源として，消費税の充
実(増税) 連結納税制度の導入 ‘少子 高齢化を支える"と称した年金融
の「改革」なども含めて，直間比率「是正」の具体的要求を提示したことにあっ
たものといえよう。 I
そこで，まず，概括的に直間比率「是正」論が消費税アップ論に連結すれ
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表2一18 収入階層別の税負担率 (単位:万円・%)
収入階層別ランク 346 446 510 558 626 688 747 816 918 1199 
税消費
間接税合計 3.2 2. 8 2. 6 2.6 2.5 2. 4 2.4 2. 2 2.3 2. 0 
(消費税) 1.8 1.7 1.6 1.6 1.6 1.5 1.6 1.5 1.5 1.4 
直接税合計 3.5 4. 6 5.6 6. 6 7.2 8. 1 8. 7 10.0 11. 5 15. 3 
3 (所得税) 2. 0 2.6 3.0 3.4 3.9 4.5 4. 9 5.6 6.6 9.0 
% 
税負担合計 6.7 7.4 8.2 9.2 9.7 10.5 11. 2 12.2 13.8 17.3 
消費税10%の場合 6.0 5. 7 5. 3 5.3 5. 3 5. 0 5.3 5. 0 5.0 4. 7 
消費税18%の場合 10.8 10.2 9. 6 9.6 9. 6 9. 0 9.6 9. 0 9.0 8. 4 
(注>96年2月国会提出の大蔵省資料。間接税は，消費税，揮発油税等，酒税，たばこ
税，自動車重量税等の合計。直接税は，所得税，住民税，固定資産税等の合計。各
階層の実収入平均。
のであったことから論じておこう。サラリーマンの収入に占める税負担率を示
した大蔵省試算(表2-18)をみると 消費税率3%では もっとも収入の少な
い層(年収346万円階層)で直接税と間接税の負担割合は3・5%と3・2%となり，
ほぼ5対5になっているが，直接税の割合が圧倒的に多いのは高所得階層であっ
た。ところが消費税率が10%になると， I年収346万円階層」で消費税の税負担
率カ'S6%となり，所得税の税負担率の3倍も増加していた。さらに消費税率が18
%になると，年収346万円階層で消費税の負担率が10.8%となり，所得税の税
負担率の5倍にも達し，年収600万円層でも2倍から3倍に増加した。
財界の目標である直間比率5対5にするには，政府税調の加藤寛会長が唱える
消費税18%(消費税収入45兆円)とすれば達成できたが， この税率18%の負担は，
90%の世帯が所得税を上回ることになり，もっとも収入の多い(1， 199万円以
上)層が，この税率18%で直間比率は同率となるのであった。
所得税の減税，消費税の増税については，ミクロ的には，高額所得者にとっ
ては是認できるが，年収103万円以内の所得税不課税者の場合，所得税減税な
ど無縁であり，消費税増税だけが負担になるから，年収による差異が生じてく
る。しかも，マクロ的には消費税は低所得者ほど重税であり，公約違反で導入
されたという「原罪Jを負っていたことをも含めて，社会的・経済的に極めて
不正で不公平な税金であったといえる。“少子高齢化を支える"などと称して
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いたが，むしろ医療保険の改悪はじめ，社会保障関連費の削減を「改革」の方
向としていたのであり，たとえ消費税の増税が所得税「減税」とセットであれ
ば是認できるという少数の階層がいたとしても，不公平で不正な税金である，
という性格は否定できなかったのである。
所得税・住民税最高税率の65%から50%への引き下げ要求についてであるが，
もともと所得税の超過累進税率の中で65%とは，課税所得が年3，000万円(年
収で約3，400万円程度)超過部分に対する税率であり，平均すると50%以下であっ
たから高額所得者・富裕者階層対象となり， 50%以上が手元に残る勘定であっ
た。高額所得者の収入は，給与所得以外に株や土地売却収入などが分離課税で
あり，上場株式の場合は売却額の1%納税のみで，株式配当の10%が所得税額
から控除され，また，土地売却の場合， 4，000万円以下では20%の税率であり，
5， 000万円以上所得者の平均所得税額は25%程度であった。
一方，以上の点とともに，課税最低限が極めて低かったことを指摘しておか
なければなら。例えば，夫婦と子ども2人の4人家族というモデルで年収353万9，
000円，独身者で年収117万7，000円，一時金4カ月として月収約7万円が課税最
低限という課税対象の低い線引こそが問題であった。財界の強調する“累進課
税のフラット化"とは，消費税のように，まさしく逆進性の税制にほかならず，
歴史的にも税制を逆流させる主張なのであった(2ヘ景気対策からすれば，さら
に消費を冷やし，不況を深刻化させるだけだ、ったのである問。
財界は，所得税・住民税を合わせた最高税率50%への引き下げと同時に，
“先進諸外国との整合性"を主張して “国際的にみて日本の法人税は高い"
とか，“このままでは日本経済全体の活力が失われる"などと強弁し，法人所
得に対する課税の実効税率40%への引き下げを要求してきたが，国税と地方税
合わせた法人所得税(表面税率)の負担をみると， ドイツ52.38%，アメリカ41.
05%，フランス36.66%，イギリス33.00%などに対して， 日本は49.98%であっ
た(23)。
しかし，政府税制調査会が“我が国の法人課税の表面的な「税率」が国際的
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にみて高い水準にあることは否めないものの， ["課税ベース」とあわせて考え
ると，法人課税の「税負担」水準の高低は，容易には判断できない"と述べて
いるように (24) 税負担水準の高低判断には税率だけでなく，課税対象となる課
税ベース(課税所得)を判断材料にする必要があった(税負担=課税ベース×税
率)。たとえば，大企業優遇の税制上の特別措置としての課税ベースの大幅削
減の事例として，退職給与引当金，貸倒引当金など各種引当金制度をはじめ，
海外投資等損失準備金などの準備金制度，特別・割増償却制度，技術等海外取
引所得の特別控除，受取配当の益金不参入制度などがあり，その他，海外進出
企業優遇の外国税額控除制度(税額そのものを差し引く制度)など，以上の特別
措置が法人税法，租税特別措置法などに組込まれ，その減税額は98年度で約5
兆円にも達していた。言い換えると，直間比率の「是正」論は，大企業の法人
税や高額所得者の所得税の比重を減少させようとする主張であったことになる。
以上のような大企業優遇税制に加えて，さらには連結納税制度が目論まれてい
くのである。
だが，景気対策からみても，法人税減税によって民間設備投資が上昇するこ
とは，消費の減退から需要や売り上げ増大の見通しが立たない状況では，ほと
んど期待できなかった。事実， 99年度の設備投資は98年度のマイナス5.2%か
らマイナス1.0%と2年連続マイナスとなったことも，その点を示している (25)。
3.第2次小渓:IJ改造 (r自自J連立)政権と税制「改正」
1999年1月成立の第2次小説tl政権は， ["自白」連立の改造政権として出発した。
表2-19 税収(所得税・法人税・消費税)比較
①1990年 ②2000年 ②一①
所得税 259， 955億円 186， 800億円 .6. 73， 155億円|
法人税 183， 836 99，470 企 84，366 
小計 443， 791 286， 270 .6.157， 521 
消費税 46， 227 98， 560 52，333 
合計 490，018 384， 830 企105，188
(注)大蔵省主税局調査課『財政金融統計月報(租税特集)~より作成
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98年7月の参院選で敗北した自民党にとっては，まず，政権運営のために自由
党との連立を不可欠としたが，さらには，参院の議席数116では過半数には不
足であったために公明党との政策ごとの部分連合によって補完する運営方式を
採用せざるをえなかったのである。つまり，すでに「自自公」連立への方向を
もつ政権であつた(側2加紛6ω)
財界の要求に応えて，第2次小説Icr自白」連立)政権がまず着手した政策は，
所得・法人課税の 17兆円の'恒久減税」案 (98年8月策定)を99年税制「改正」
として実施したことである。その内容は，景気回復に逆行する国民の9割に対
する増税だとして「金持ち優遇税制」といわれたように，まず第lに，所得税・
住民税合わせた最高税率を現行の65%から50%へ引き下げ，所得税では1，800 
万円以上の40%から37%へ引き下げ， 3，000万円以上の50%から37%へ引き下
げ，住民税では700万円以上の15%から13%へ引き下げなどであった。また，
特別減税で実施している定額方式が定率方式に転換され 定率減税の組み合わ
せとなった。
第2に，最高税率引き下げによって恩恵となった給与所得階層として，モデ
ル世帯(子供2人と妻，給与所得者の4人家族)では年収1，473， 000円以上であっ
たが，最も恩恵を受けた階層では，給与所得者が0.1%以下にすぎない年収
35，652，000円以上であった(2九法人税の減税についも，表面税率を46%から40
%に引き下げて2兆数千億円の規模の減税を行っても，法人の3分の2は恩恵の
ない赤字法人であり 資本金10億円以上の大企業のみが法人税減税分の54%を
吸収したにすぎ、なかった。
第3に，定額方式から定率方式への転換で恩恵を受けた階層は，最高37%，
最低10%であり，定率15%の場合，“今年の減税額を上回るのは年収900万円以
上の世帯"であり側 定率20%の場合で，“今年と同じ減税額となるのは年収8
50万円以上の世帯(中略)ほぼ， 9割が負担増となる"という内容だったので
ある (29)。国税庁の統計では，年収800万円以上の給与所得者は11.3%にすぎず，
残りの約9割の階層が増税となった (30)。結局は，需要の圧倒的部分を占める中
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低所得層やサラリーマンは，前年度よりも増税となって可処分所得を減少させ，
景気回復には逆作用となったのである。
99年度の税収決算では，大企業・金持ちの恒久的減税を内容とした同年の税
制「改定」を主因に，前年度比4.5減の47兆2，241億円に落ち込んで， 2年連続
で50兆円の大台を割るに至り，税収のピーク時である 90年度の60~包 1 ， 519億円
から8割以下に縮小したが，消費税収入の13兆0，446億円は， 98年度決算に続い
て2年連続して法人税収9，942億円を上回ったのである (31)。税収のピークにあた
る1990年から2000年の10年間の税収(所得税・法人税・消費税)比較について，
表2-19をみても明らかなように 法人税や所得税の減少が顕著であったが，
その原因が，消費税増税による不況をベースにして，法人税の基本税率の引き
下げ (40%→30%) 所得税の最高水準の引き下げ (50%→37%)にあったこと
は明らかである問。
99年2月12日に金融再生委員会は 15銀行に総額7兆4.500億の公的資金を投
入し， 3月末には大手15銀行は総額7兆4，500億の公的資金を受取ったが， これ
に先立ち，公的資金の申請した銀行は「経営健全化計画Jを提出した。この
「健全化J計画とは 15行合わせて2003年3月までに約2万人の人減らし(リス
トラ)を強行するという内容であり，その計画推進が政府によって点検される
仕組みとなっていたのである。この仕組みを全産業に拡大していくのが8月制
定の産業「再生J=リストラ法であった。総務庁の発表によると，同年4月30
日の失業率4.8%を記録して戦後最高となったが，小淵首相は， 5月1日にシカ
ゴ大学で，“企業が競争力を持つためには，残念ながら失業率が若干まだ増加
せざるをえない"と語ったと伝えられている(問。
4.省庁再編と地方「分権」化
税制「改革」とともに，行政「改革J，特に，省庁再編や地方「分権」一括
法などについて，若干言及しておかなくてはならない。まず， 99年7月7日に，
内閣法一部改正法，内閣府設置法など内閣機能強化関係(2本)，国家行政組織
法一部改正法，新省設置法(10本)，郵政事業庁設置法，整備法など省庁再編関
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係(13本:)，独立行政法人通則法，整備法の2本の独立行政法人関係など，計17本
の省庁改革関連法が制定され，同年12月には，約1，300の関係法律について府
省名の変更にともなって規定の整理などを行う省庁改革関係法施行法(1本)， 
59の独立行政法人の設立のための法律である独立行政法人個別法 (59本)，関
係政省令の整備，その他新府省移行準備，独立行政法人の設立準備などの独立
行政法人関係法整備法(1本)，省庁改革施行関連法 (61本)が制定された。
9年7月8日には，地方「分権」一括法が成立し(3ぺ機関委任事務が廃止され
るのは当然であったとしても，委任事務の仕事量は都道府県8割，市町村4割と
なった上に，政府が包括的な指揮・監督権をもち，法定受託事務の創設して，
政府による「助言・勧告Jrt旨示Ji代執行」などの強い統制が発揮されること
になったために，機関委任事務と実態的には変化がなかった。また，自治事務
は法定事務以外のすべてであり 従来は行政指導はできても直接の関与ができ
なかったが， r是正の要求」という名で自治体のすべての仕事に政府の関与が
拡大し，国と地方の関係を対等の関係にするとしながらも，実際は地方自治体
に対する政府の統制を強化することになったものといえる。
また，中央省庁再編法のねらいも (35) 政治支配の強化， 日本型福祉社会の破
壊，民営化，独立行政法人化と関連した公務リストラなどであった。独立行政
法人化や公務員25%削減について その影響や問題点あるいは根拠も明らかに
されず，民間のリストラと同じように，公務員の整理・解雇が発生し，民間の
分社化などと同じような問題が独立行政法人化の中で発生することになってき
たものといえよう。
“地方分権一括法と中央省庁等改革関連法案については，内容についての十
分な審議が必要だ、ったにも関わらず， 日程を優先して一括して審議されるとい
う暴挙が行われ、法案の意義も国民からの信頼も損なわれる結果となった"と
いう一政治家の報告があり また マスコミも “中央省庁再編法，地方分権
一括法，情報公開法， 日米防衛指針(ガイドライン)関連の周辺事態安全確保
法と，いちいち挙げていたら紙幅に余裕がないほど重要法案が次々に成立した。
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いずれも新しい国家の基本的な枠組みを決めるものばかりだ。それはまた新し
い政治の枠組みである自白公という多数の力で実現した。国の重要な進路の選
択という意味では，おそらく48年前のサンフランシスコ講和条約と日米安全保
障条約の締結以来のことだろう。それだけに，なぜもっと時間をかけて，国民
各層の広範な論議の積み重ねを待てなかったのか，という疑念が消えないので
ある。"と「社説」で述べていた側。
④新「農業基本法」と食料「安保J
1.財界の新「農基法J制定要求
財界が，グローバリゼーションの進展とメガ・コンビティション(大競争)
の中で，常に目標としてきた主要な対象は，農業の規制緩和，先進国アグリビ
ジネスやWTO方式への対応であった。だが グラフ2-1をみても明らかなよ
うに，主要先進国の中でも，すでに日本だけが食料自給率41%に低下して最低
水準となり，農家数も， 1960年の605万戸から98年には329万戸とほぼ半減して
いた。専業農家も同期間に607.1万haから121.4万haと，ほぼ20%にまで激減
し，放棄された耕作地は，四国全体の耕地面積に相当するl凶6万2千ヘク夕一ル
にも達したのである (3幻へ7
る危機的状況にさしかかつてきたものといえる。農業問題にとっての最大の課
題が自給率の向上でなければならない情勢の下で 97年4月に経団連は「農業・
農村・食糧問題について本格的検討」を提起した(38)。
ところが，その内容は，“(農業)基本法自体は優れた理念，目標を掲げてい
るが，現実の農業は， 日本経済が直面している高齢化，国際化，高負担という
3K問題への対応に苦慮し，事態は悪化している"として，まず農基法「改正J
の必要性を唱え，具体策として，“国際化の波は農業にも押し寄せており，株
式会社制度の本格的活用を含め，産業としての農業，国際競争に耐えうる農業
の育成に政策を集中する必要がある"と家族経営を否定して，法人・企業など
大規模経営の推進を提起したものであった。この場合 “食糧自給率は42%に
まで低下しているが，飽食家の日本人の胃袋を満たすため海外に1，200万haの
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土地を確保しであると理解したい"と強弁して，食糧自給率を一層低下させる
食糧の輸入依存を提起したのである。
こうした経団連による「農基法」再検討論に対応して，小淵政権は，同年4
月に首相の諮問機関として「食料・農業・農村基本問題調査会」を発足させ，
現行「農基法」を「改正Jして新「農基法」を制定するための検討に入ったが
97年10月に経団連では，この調査会に農業基本法の見直しに関して，再び“経
済界の考え方を反映させるために「提言」をとりまとめた"のである (39)。そこ
で提言されたことの大要とは，まず，“ガット・ウルグアイ・ラウンド農業合
意が実施されるなど，農業分野においても着実に国際化が進展している"とし
て，“新しい基本法で期待される政策展開の基本的な考え方"では，“食料自給
率がカロリーベースで4割程度まで低下している現状を踏まえ，食料の安定供
給を図るためには，圏内生産の重要性に加え，輸入の役割も正当に評価し，生
産・輸入・備蓄・加工・流通・販売までをトータルに捉えた食料政策を確立す
ることが必要である"と強調し，“グローバリゼーションの進展のなかで，農
業問題も，単に圏内の問題として捉えることはもはや不可能である"から，
“多角的自由貿易体制から最大の利益を享受しているわが国としては， WTO 
ルールの維持強化のため最大限の努力を行う必要がある"と念を押したもので
グラフ2-1主要国の食料自給率(カロリーベース)
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あった。
さらに，“基本的な農業政策は，転用規制の強化などの優良農地の確保，農
地の集約化，圃場の大区画化などの基盤整備事業の重点的な推進，政策金融の
充実，農業技術の開発や災害補償対策に重点化すべきである"として，“農業
と企業との連携強化 を提唱し，具体的には， 技術・生産・加工・流通・販
売までの過程をトータルに捉え 営農者製造業流通・販売業が互いに協力
して付加価値を高めていくアグリ・ビジネスとしての展開が重要である"と強
調した。 要は，貿易自由化・競争原理を大原則とするWTO (世界貿易機関)
協定に適合させ，農業・農村への大企業の進出，価格保障制度の放棄など，市
場原理の導入を促進させることにねらいがあったものといえよう。
2.新「農基法jの制定とねらい
財界は“高コスト構造是正は産業競争力強化の出発点"というスローガンを
前提にして，多国籍企業化の要請に対応した法人税や社会保障費負担の軽減に
よる国際競争力の強化などを旗印にした財政「改革Jや社会保障「改革J，さ
らには，公的介護保険の導入や学校の「スリム化」などによる国家の分担領域
の軽減，公的部門の民営化などを強要しつづけてきたが，不効率部門(農業や
中小企業など)に対する公的資金投入の転換，国内市場開放による国際分業の
再編や規制緩和， r新農基法」制定による農業や中小企業の担っている製造部
門のアジアやASEANへの委任，ないしは多国籍企業アグリビジネスのため
の市場化などは，まさにその重要・不可欠な一環であった(40)。
財界総本山の農基法「改革」の意向を受けて， 98年12月に自民党は「農政
改革大綱」を策定したが(41) これに対応して，農水省では，輸入自由化・市場
原理導入や法人大規模経営の推進などによる農業の効率化などを柱にした新
「農業基本法J案を策定した。このように財界から始まる漉過器を経で， 99年7
月に小淵(1自白」連立)政権のもとで新「農業基本法j が提出され，共産党を
除く賛成多数で可決・成立されるに至ったのである。
新「農基法」は附，第l章総則(第l条~第14条)第2章基本的施策第1節
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食料・農業・農村基本計画(第15条)第2節食料の安定供給の確保に関する施
策(第16条~第20条)第3節農業の持続的な発展に関する施策(第21条~第33条)
第4節農村の振興に関する施策(第34条~第36条)第3章行政機関及び団体(第
37条・第38条)第4章食料・農業・農村政策審議会(第39条~第43条)など，国
民の関心を誘因する条項が並べられはしたが，その特徴ほ，第1に， 98年に41
%にまで低下した食料自給率を50%へ，さらに60%. 70%に引き上げることが
緊急の課題となっていたにもかかわらず， この課題に関しては一切不問だ、った
ことにある。“食料の安定供給の確保"を，国内農業生産とともに，“輸入と備
蓄を適切に組み合わせ"でおこなうことを掲げ 政府が基本計画で定めること
になっている「食料自給率の目標」の位置づけは農業者や消費者の単なる「指
針」にすぎず，政府の農政上の課題としては決して掲げられてはいなかったの
である問。
第2は，食料・農業・農村基本計画では，基本計画を策定，食料・農業及び
農村に関する施策のついての基本的な方針 5年ごとの計画の見直しゃ変更な
どを謡ったが，食料の安定供給の確保に関する施策では， 1.食料消費の関す
る施策の充実， 2.食品産業の健全な発展， 3.農産物の輸出入に関する措置，
などの項目を掲げ 基本理念で，“食料の安定供給の確保'を国内農業生産と
ともに，“輸入と備蓄を適切に組み合わせ"ておこなうことをかかげたのを受
け，“圏内生産では需要を満たすことのできない農産物の安定的な輸入を確保
するため必要な施策を講ずる"として，旧農業基本法の規定にはなかった食料
供給における輸入依存の規定を明記したことである。逆に，旧農基法には明記
されていた“農業総生産の増大"という農政の基本ともえる“増産"規定は削
除されたのであった。つまり，新「農基法」が， 日本農政の基本をコメの関税
化を含めて「例外なき関税化J，全面白由化というWTO(世界貿易機関)体制
に組み込む法的基礎となったものといえる。今や，こうした食料の輸入依存政
策を転換(輸入安定化規定を削除)するとともに， WTO協定に合わせて残留農
薬などの食品安全基準の緩和を改め，国民の食料と健康を守る厳格な規定を設
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定して， WTO協定の改正交渉を政府に義務づける必要がある。
第3に，農業の持続的な発展に関する施策では， 1.望ましい農業構造の確立，
2.専ら農業を営む者等による農業経営の展開， 3.農地の確保及び有効利用，
4.農業生産の基盤の整備，などの項目が列挙されたが，その核心は，農業生
産発展の決め手である価格政策についてであった。つまり，旧「農基法」が，
政策目標として“農業従事者が所得を増大して他産業従事者と均衡する生活を
営むこと"とともに 農産物価格について“農業所得の確保"を明記していた
のに対して，新「農基法Jでは， r農産物の価格の形成と経営の安定」の項で，
“消費者の需要に即した農業生産を推進するため 農産物の価格が需給事情及
び品質評価を適切に反映して形成される"として市場主義を強調し，農産物価
格維持制度を否定した。また 旧「農基法」が “農業構造改善"の担い手を
“家族農業経営の発展と自立経営の育成"として 日本農業の中心的担い手で
ある家族労働主体の経営を標梼していたのに対して，新「農基法」では，“経
営の規模拡大等農業経営基盤の強化を促進"とか“農業経営の法人化を推進す
る"として，会社.企業などによる農業経営の推進を標梼しι，会社.企業の農
地所有という農地制度の拡大に結びび、つく規定が設定されたのでで、ある(附4“ω4の)
第4に，農村の振興に関する施策では， 1.農村の総合的な振興， 2. 中山間
地域等の振興， 3.都市と農村の交流，などの項目が提起されたが，特に，条
件不利地域の農民については，食料生産と合わせて国土の管理人の役割を果た
しており，平地との生産条件の不利を補正し，事実上無償となっている国土管
理の労働を正当に評価する特別の補償措置をとる必要があった(45)。
第5に，その他としては，施策実施のために必要な法制上，財政上及び金融
上の措置，年次報告，食料・農業・農村政策審議会の設置などの規定を設ける
とされたが，その一環として，新「農業基本法」のPR用として99年度「農業
白書J(年次報告)が発表されることになった (46)。
結局，最大の問題であった食料自給率については，目標数値すら掲げられず，
逆に，自給率低下の主因となった輸入については自由化政策が採用・促進され
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ることになった。さらには，会社・企業など法人による大規模経営を推進して
中小家族経営を破綻させ，旧「農基法」で定められていた再生産の確保を可能
にする価格保障についても，大企業に決定を委ねる市場主義を採用したことに
より，消費者に対する供給を一層不安定にさせることになったのである。つま
り，自由化の促進，ミニマム・アクセス米輸入と減反強制を取り決めているW
TO農業協定を国内で実施するための新「農基法」制定であり，まさに，輸入
依存の食料「安保」政策の採用だ、ったことになる。
⑤産業「再生J法(47)とリストラの促進
産業「再生」法は， 99年2月に経諦戦略会議の「答申」が， 日本の産業構造
を市場原理の貫徹を基本としたアメリカ型の競争社会へ構造「改革」するため
に， 日本経済の「再生」に向けた基本戦略のーっとして， i活力と国際競争力
のある産業の再生」を掲げ，“活力と国際競争力のある産業の再生に向けた枠
組みを早急に整備することである。そのためには 過剰設備の処理促進と同時
に成長分野での投資を促進することが極めて重要である。また， リスクへの挑
戦を可能とし失敗しでも再挑戦が容易にできるような仕組みの整備，産業の新
陳代謝を活発化させる起業支援 企業再編や新たな経営システムの構築を政府
が側面から支援し 将来発展が期待される産業分野に経営資源を集中させ得る
よう環境整備を行うことが重要である。さらに， 21世紀において高い成長が期
待される戦略産業の創出を目指して 戦略的な技術開発や規制緩和，国際標準
の確保，先導的国家プロジェクトの企画・実施など民間活力を最大限に活用し
たトータルな取り組みが不可欠である"と強調し，その実施を迫る「答申Jに
呼応する法的整備であったといえる。このことを念頭において，以下，具体的
に条文の概要やねらいについて検討していくことにしよう倒。
， .産業「再生」法の概要
「再生法Jの目的は “経営資源の効率的な活用を通じて生産性の向上を実
現するため"として 第lに“雇用の安定等に配慮しつつ"と一応は条件をつ
けた“事業再構築の円滑化" 第2に“創業及び中小企業者による新事業の開拓
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を支援"，第3に“経営資源の増大に資する研究活動の活性化"などに対する
特別措置を講じ産業:再生」を実現することであるとされた。
この場合， I事業再構築」とは，合併，営業・資産の譲受，会社の買収，他
社との合弁，増資などを通じて中核的事業の開始，拡大又は能率の向上，ある
いは施設の撤去，設備の廃棄，営業・資産の譲渡，子会社の売却・清算などを
通じた事業の縮小・廃止などによる“事業構造変更"であり，また，新商品・
新役務の開発・生産・松供や新たな原材料の使用または購入の方式の導入で生
産費用を相当程度低減することなどによる新たな分野・新たな方式への挑戦を
試みる“事業革新"を京味していたのである。
こうした「事業再構築」計画に対する主務大臣の認定基準は，生産性を相当
程度向上させる明確な日標があることや収益性向上に向けた事業者の経営目標
が明確に設定されていふことなどのほかに，従業員の地位を不当に害するもの
でないことなどが一応いあげられてはいた。
以上のような事業に対する「支援措置」として 第1に， I税制上の特例」と
して，設備廃棄に伴う欠損金の繰り延べと繰戻の選択適用や共同出資子会社設
立の際の譲渡益課税の繰延，事業用資産の買換え特例，また，新規設備投資の
際の特別償却，さらには，登録免許税の軽減，不動産取得税の軽減などがあげ
られ，第2には， I商法ーにの手続きの簡素化」として，現物出資等による分社化
の際の「検査役制度JC)特例，営業の全部の譲受に関する特例，営業議長渡の際
の債務の移転に関する特例などが設定された。さらに第3には， I財政・金融等
の措置Jとして，政策金融や産業基盤整備基金による債務保証，グル」フ。内の
子会社の取締役・使用人にまでストックオプションの対象範囲拡大や僚務の株
式化に関する環境整備たどが設定されたのである。
2.産業「再生」法制定のねらい
そこで，以下，同法の企図やねらいがどこにおかれていたのかについて追究
していこう。まず， I再生J法の目的は，“経営資源の効率的な活用を通じて生
産性の向上を実現するため"として，第1に“雇用の安定等に配慮し三つ"と
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一応は条件をつけた“事業再構築の円滑化"第2に，“創業及び中小企業者によ
る新事業の開拓を支援"第3に“経営資源の増大に資する研究活動の活性化"，
などに対する特別措置を講じて産業「再生」を実現することであるとされてい
たが，要は， 80兆円とも言われる過剰設備や過剰債務 「過剰」雇用などに対
応した産業構造「改革」にねらいがあり，国際競争に対抗できるベンチャー企
業の育成や税制などの特別措置を含めて，銀行救済60兆円に相応する公的資金
によるリストラ・人減らしへの支援にあったといえる。
「事業再構築」計画に対する主務大臣の認定基準は 生産性を相当程度向上
させる目標が明確であることや収益性向上に向けた事業者の経営目標が明確に
設定されていることなど，すべての企業に特例措置が適用されるのでなく，生
産性向上やリストラ計画などを提出して主務大臣に認定される必要があり，政
府の企業選別による政策誘導の性格をもっていた。また 従業員の地位を不当
に害するものでないことなどがあげられてはいたが 解雇規制や雇用の維持措
置などがなくては歯止めにならないことは明らかであり，むしろ，国家の認可
のもとにリストラを促進する性格を有していたとさえいえる(側4却紛9的)
さらに， r支援措置」としては，第1に， r税制上の特例」として，まず，“設
備廃棄に伴う欠損金の繰り延べ (7年)と繰戻(1年)ゆ選択適用"とあるよう
に，設備廃棄の場合黒字企業でも 毎年廃棄損を計上すれば7年の問法人
税を払わなくて済むという特例であり 設備廃棄による大幅減税という支援措
置であった。また “共同出資子会社(各会社の持分比率25%以上)設立の際の
譲渡益課税の繰延"とは 従業員などに対する自社株譲渡の際における額面と
時価の差額に対する非課税という優遇税制措置であった。その上に，“事業用
資産の貿換え特例(圧縮割合80%，うち自治体への譲渡時l?0%，買換え資産に土地を
追加)"が設定されたが，認定企業が，事業用資産(ユ場や土地)を売却して，
新たな事業用資産を購入する場合 80%免除という特例措置が施され，工場移
転による人減らし・リストラに「活用Jされる可能性社苧む危険があったので
ある。ま.た，“新規設備投資の際の特別償却(1事業革捗」については18%，["事業
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構造変更」を併せ行う場合には24%，中小企業は30%)"については，例えば，新規
設備投資の場合， 18%の特別償却が認可され，利益減少分の減税とされた。さ
らには，登録免許税が会社設立の場合(資本金の0.7%→0.2%)，合併の場合
(資本金の0.15%→0.1%)，債務の株式化に伴う増資の場合 (0.7%→0.2%)など
で軽減され，不動産取得税の6分の1軽減など，子会社設立に対する減税措置で
優遇された。
第2には， i商法上の手続きの簡素化」として，現物出資などによる分社化の
際の「検査役制度」の特例，営業の全部の譲受に関する特例，営業譲渡の際の
債務の移転に関する特例など 諸特例の設定は，認可企業所有の土地や株式な
ど，現物出資による分社化・子会社設立の場合，赤字部円であれば，不良債権
の現物出資やリストラ対象従業員送り込みによる処理 黒字部円であれば，好
条件の土地や株の現物出資によって生じる簿価と時価の差額に対する非課税措
置，などが想定されたのである。
第3には，政策金融(開銀等による融資)や産業基盤整備基金による債務保証，
グループ内の子会社(親会社の持分比率95%以上)の取締役・使用人にまでストッ
クオプションの対象範囲を拡大 債務の株式化に関する環境整備(優先株発行
限度枠を2分lに拡大)などの「財政・金融等の措置」では，特に，不良債権処理
による銀行への減税措置も債務を抱える企業への債務免除利益も回避し，非課
税の企業による増資，これによる銀行の不良債権に代わる利得な株券取得，と
いう企業も銀行も好条件な円責務の株式化」を可能にしたことこそがその核心
であった (50)
巨大銀行に60兆円もの税金を投入，赤字国債を増発しての「公共投資」を継
続させ，同時に，多国籍企業の国際競争力を強めるための過剰設備の廃棄や分
社化，企業分割・合併，営業譲渡などを容易にするリストラ支援のために「再
生J法を押し進めたが，他方では，分社化などを理由とした解雇の禁止，転籍
における本人同意，雇用契約の継続・労働条件の維持や関係労働組合との労働
協約の継続などが規定されていたとしても，企業によって遵守され石保証など
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は到底ありえなかった。 87年に施行された「産業構造転換円滑イ七J法が，産業
「再生」法と同様に，“労働者の地位を不当に害するものであってはならない"
と明記されていたにもかかわらず，法律廃止までの9年間に鉄鋼大手5社だ、けで
全従業員の43%(6万9，00人)もの人員削減をおこなったことについて，通産
大臣が“適切な対応であった"と国会で答弁していたことからも，産業「再生」
法の規定が雇用保障に役立つものでないことは明らかであった。さらには，産
業「再生」法の前身ともいえる95年制定の「事業革新J法でも，同様に，“従
業員の地位を不当に害するものでないこと"と明記されていたにもかかわらず，
この法律で承認を受けた事業計画によって15万9，000人もの人員が削減された
のである6九その意味では，産業「再生」法が，いわば政府公認のリストラ支
援法の性格を濃厚に有していたことは明らかのであった。
以上のような産業「再生」法制定の結果， リストラ効果による減収・増益が
一段と進行した。東京証券取引所では， 1部・ 2部上場1，394社(金融など除く)
の2000年3月期決算の経常利益が前期比15.5%増の9兆6.161億円と3年ぶりに増
益に転じたが，売上高は同4.7%減と3年連続減収となり 減収下での増益となっ
たと報道し， これに関連し，“リストラによる経費削減効果が表れた"と分析
していた。最終利益は， リストラ費用や退職給与会計の積み立て不足の処理が
かさみ，同54.9%減の4，312億円と半減したが， 2001年3月期決算を同0.9%増，
経常利益を13.8%増と増収・増益と予想したものであった。
グラフ2-1の主要企業427社の内部留保と従業員数(指数)の変動について，
実数値を示すと 98年では従業員数3，149， 194人(10)，内部留保942，530億円
(10)に対して， 2000年従業員数2，734， 785人(78)への減少，内部留保1，023， 352 
億円(114)への増大となり リストラ効果で減員・増益とまさしく対照的な動
きを示していた。
銀行業界においても 三和銀行，あさひ銀行，東海銀行につづいて，東京三
菱銀行と三菱信託銀行の統合などによって， 4グループのメガバンクが誕生し
たが， このような日本版金融ビッグバン (M&A) にともなうレイオフ・リス
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グラフ2-2主要企業427社の内部留保と従業員数(指数)
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(注)全労連『検証・大企業の内部留保 (2001年版)~より作成(1998年を指数100 とする)
トラがさらに進行した。たとえば，銀行143行従業員の動向調査によると52)，
2000年3月末の従業員数は38万1，365人であったが， 91年3月末に比べて5万5，056 
人減で12.6%の減少となり， 9年3月末と比べると1万7，577人減， 4.4%の減少
となって過去最大の減少幅をみせた。
産業「再生」法は，リストラで解雇すれば税金をまけてやるという，まさし
く独占企業の競争力強化のためのリストラ推進法と呼ぶことのできる首切り応
援政策であったことになるが，その結果，失業の急増と消費購買力の減少，企
業の売上と利益の減少を招き，一層，景気を悪化させた。 2001年末に至って，
電機，自動車関係など大手30社で， 16万人規模の人員削減計画が実行されよう
としているのに加えて， NTTの1万人の大リストラ計画も推進され，さらに
何十万人という規模でのリストラ計画が新たに強行されようとしている。同時
に， 330万人失業者の雇用に対する企業の社会的責任を放棄するモラルハザー
ドが起こっており，また， r不良債権の早期最終処理Jという名目による中小
企業の経営を破綻させる動きが大きく進行しているが， これらの法的原点こそ
が産業「再生J法だ、ったのである。
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⑥第3次小淵 (1自由公」連立)政権と経済「新生J対策
1.財界の新連立政権への期待
99年8月に終了した通常国会では，新ガイドライン関連法案，組織犯罪対策3
法案，住民基本台帳法改正案などをはじめ，国旗・国歌(日の丸・君が代)法
案や憲法調査会の設置法案のような，いわゆる「対決型」の法案が， r自白公」
3党に加え一部野党をも巻き込んだ賛成多数で可決されたが， 99年9月の自民党
総裁選挙で再選された小淵首相は， 10月には自由党との連立に加え，さらに公
明党を加えた第三次小淵(1自白公」連立)政権を発足させた。「自白」連立か
ら「自白公J連立へと議席数を追って“数の力"に頼る政治に転換していった
ものといえよう問。
経済同友会は，新連立政権による第2次補正予算の編成にあたって， 99年10
月「小淵改造内閣に望む」と題した提言を発表し(54) “構造改革につながる総
合経済政策"として，公共事業，雇用政策，税制改革，金融システム整備，規
制撤廃の5項目についての具体的要求を提示した。その「提言」では，まず，
公共事業について，“先に規模ありきで事業を積み上げる方法は，すでに限界
に来ている"として事業選別の上で社会資本整備を要求し，次いで，雇用政策
として新規雇用機会の創出とともに，流動化と職業能力の向上による人材の最
適配置を目指したものであるべきだ、と主張してはいたが，税制「改革」として
は，所得税・法人税の減税断行，産業「再生」法による事業再構築のための税
制措置の上に， リストラ促進の税制実現を掲げた。さらには，金融システム整
備として，金融再編を促進するための会社分割法制やそれに伴う税制整備を求
めたものであり，以上の諸要求に加えて，サービス部門育成のための規制撤廃
を強調したのであった。
2.経済「新生」対策の策定
以上の経済同友会による要求に呼応し，かつ，景気の先行き風雲急を告げる
状況下で，“我が国経済を自律的な回復軌道に乗せるとともに， 21世紀に向け
た新たな発展基盤の整備を図る。公需から民需への円滑なバトンタッチを行い，
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民需中心の本格的な回復軌道に乗せるため，公的投資の拡充，雇用不安を払拭
させるための施策" (第l部基本的考え方)であることを誼い文句にした小測政
権による「経済新生対策Jが9年1月に発表された。総事業規模は，緊急対策
としての性格を明確にして過去最大の18兆円とし うち社会資本整備6.8兆円
(37.8%) ，中小企業等金融対策7.4兆円程度 (41.1%)，住宅金融対策2.0兆円程
度(11.1%)，雇用対策1.0兆円程度 (5.6%)を当て(表2-20["経済新生対策の事
業規模と内容J参照) この対策によって 9年度の政府経済見通しである実質
成長率0.5%程度は達成できると見込んだ、ものであった。
小説tl首相の諮問機関であった経済戦略会議が 「日本経済の再生に向けた基
本戦略」の一環として， 121世紀に向けた戦略的インフラ投資と地域の再生」
について，“21世紀に向けて日本再生と豊かな国民生活の実現に不可欠な社会
資本整備を戦略的かコ重点的に行うことである。そのために，今後10年間を未
来型社会資本整備のための集中投資期間と位置づけ 省庁の枠組みにとらわれ
ない総合的かつ戦略的な取り組みが必要である。また，公共投資のあり方につ
いても，地域戦略の重視，公正で透明度の高い投資配分の実現， P F 1など民
間活力の活用などの視点が重要である。そうした観点も踏まえて，重点的に取
り組むべき戦略プロジェクトとして，都市再生，環境，情報インフラ，教育・
人材育成，福祉，住宅等を21世紀に不可欠な国家的重要分野と位置づけ，民間
の活力を十二分に引き出しつつ，新産業創出と地域の再生に結び、つけていくこ
とが求められる"と説いていたが，この戦略会議の「基本戦略Jよりも短期的・
即時的な内容を盛り込んだ「経済新生対策j が策定されたのは，経企庁が9年
度成長率を0.5%からマイナス0.3%に，失業率を4.3%から4.0%に変更し，成
長率や失業率などに対する政府見通しの実現が不可能であることがほぼ確実と
なったことによるものであったといえる問。
経済同友会の精力的な要求と対比して， 9年12月の「国民生活白書Jでは，
“空前の中小企業の倒産，失業，さびれる商庖街，枯れる農業"などの表現で，
“活き活きと働いていけるかどうか現役世代の人々に心配がある"と長引く不
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表2-20 経済新生対策の事業規模と内容
事業規模 うち国費
社会資本整備 6.8兆円程度 37.8% 3.5兆円 53.9% 
(1)物流効率化・競争力強化 1. 1兆円程度 6. 1 
(2)生活基盤充実 1.2兆円程度 6. 7 
(3)情報通信・科学技術振興等経
1.2兆円程度 1.7 
済発展基盤強化
(4)少子高齢化・教育・環境 1. 1兆円程度 6. 1 
(5)緊急安全防災 o. 9兆円程度 5. 0 
(6)災害復旧 O. 7兆円程度 0.4 
(7)公共事業の契約前倒し 0.6兆円程度 O. 3 
中小企業等金融対策 7. 4兆円程度 41. 1 O. 7兆円強 10.8 
住宅金融対策 2.0兆円程度 11. 1 O. 2兆円程度 3. 1 
雇用対策 1.0兆円程度 5. 6 0.3兆円程度 4. 6 
金融システム安定化対策 O. 9兆円程度 13.8 
小計 17.0兆円程度 95.0 5. 6兆円程度 86. 2 
介護対策 O. 9兆円程 5. 0 0.9兆円程度 13.8 
総計 18.0兆円程度 100.0 6. 5兆円程度 100.0 
(注)経済企画庁「経済新生対策」より作成(現在は内閣府データ)
況，大企業のリストラ策にさらされ，暮らしの不安をつのらせる国民の姿をを
紹介していたが(閉 そうした情勢の下で， 99年度の企業負債をみると，戦後3
J番目の13兆5，522億円，件数1万5，460件，バブル崩壊後3自の高水準を示し， 20 
00年度では負債が戦後最悪の25兆9，812億円，倒産l万8，926件と増大して，戦
後3番目の高水準を示すに至った(日)。
「経済新生対策」では まず第1部「基本的考え方」として，国費6.5兆円
(36%)を含めた17兆円程度，介護対策を含めて18兆円程度の総事業規模によっ
て全体の方針を示し 中小・ベンチャー企業の振興や技術開発，新たな発展基
盤の整備など，ハード・ソフト両面からの政策によって構造「改革Jを推進し
て経済「新生」を実現していくという緊急対策を示した。
以上の基本方針を受けた第2部「具体的施策」では， 1 1日本経済のダイナミ
ズム発揮のための施策Jの1.1中小企業・ベンチャー企業の振興」において，
まず中小企業法「改正Jをあげ，ベンチャー企業の振興を謡って全事業の1%
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にも充たないこれら創業企業を重点にした“資金供給の円滑化"を提示した。
以上の創造的・ベンチャー企業の振興を焦点にして， 2. 1戦略的重点的技術開
発の推進Jや， 3. 1成長分野や事業活動の基盤に係る規制緩和・制度改革」
などが補填されたが 圧倒的多数の中小企業にとっては思恵に授かることがな
かったものといえる。さらには 4.1雇用対策」では “雇用創出効果の高い
先導的中小企業への支援"として「中小企業地域雇用創出特別奨励金J(510億
円)，“リストラによる多大な影響を受ける地域への重点的な施策"としては，
「特定地域・下請企業離職者雇用創出奨励金J(321億円)などを通して“雇用の
創出・安定を図る"としたが 要は 産業「再生」法などでさらに拍車がかけ
られる大企業のリストラに対する下請け的支援であった。 中小企業等金融対
策に関する事業規模7.4億円のうち，銀行融資に対する地方自治体の信用保証
制度による特別保証枠は国費の0.7兆円を除く 6.4兆円のうち5兆円 (78%) を
占めたが，特別保証制度で融資を受けた企業の焦げつきが増えて，中小企業の
借金過多の傾向は一層強まったのである(問。
I 121世紀の新たな発展基盤の整備」では “生活基盤基幹的なネットワー
クインフラ等の戦略的，重点的な整備，地域活性化に役立つ社会資本整備や，
災害対策を推進する" として戦略的・重点的な投資を行う公共事業を中心と
した社会資本整備に6.8兆円程度をあて，国費から3.5兆円 (51%)支出するこ
ととされていたが，事業内容では，まず， 1. 121世紀に向けた生活基盤の整備・
充実」で歩いて暮らせる街づくり，電線地中化・街灯設置プロジェクト，渋滞
ボトルネックの重点的解消，公共施設等のバリアフリー化などが提示され， 2 
「基幹ネットワークインフラの整備」でのETC整備目標の引上げ，情報通信
ネットワークの高速・大容量化，国際拠点インフラの整備とアクセス強化など
が中心に設定された。すなわち，“国際拠点"となる空港や港湾，大都市環状
道路などの高速道路整備をはじめ，依然としてゼネコン型公共事業を主要な内
容とされていたのである。 3.1情報化の飛躍的推進」では，教育の情報化，地
域の情報化，電子政府の実現(国税の電子申告の基盤整備等)，電子商取引の法整
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備などを謡ったが， 21世紀の主導的産業と位置づけ，以降15年間で60兆円の市
場規模と見込んだ高速道路交通システム(IT S)や超高速インターネットな
どが情報インフラの中心事業とされていた。財政破綻の主因となっていた公共
事業，特に道路や空港整備などの長期計画をさらに膨張させる事業計画だ、った
ことになる。
m [""金融市場の活性化と不動産の証券化等」では，“証券市場の改革など金
融市場の活性化のための諸施策を講じるとともに，不動産の証券化をはじめと
する資産の流動化等に取り組む"として次の3項目が提示されたが，まず， 1. 
「金融市場の活性イ七」では，“預金保険機構への交付国債の円滑な償還の確保"
として，銀行支援枠60兆円のうち7兆円の交付国債枠を現金化の一部に“金融
システム安定化対策"として9，000億円程度があてられ さらに交付国債枠の
増額も当然視された。 2.[""不動産の証券化等」では 銀行の抱える不良債権の
ひとつである担保不動産の証券化(売却)を促進し 郵貯・簡保資金による証
券の買い取りを奨励されたが，さらには，ほとんどの中小企業が排除され，創
グラフ2-3国および地方の債務残高の国際比較(対GDP比)
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 
(注) SNAベー ス OECD/エコノミツク・アウトルック2001年69号
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業・ベンチャー企業への資金供給をスムーズにするための証券市場「改革Jが
提唱された。 3.i日本銀行による金融政策の適切かつ機動的な運営」では， 日
銀が表明した短期国債の買い切りオペの導入などを評価し， 日銀に対して“経
済の回復を確実なものとするため，金融・為替市場の動向も注視しつつ豊富で
弾力的な資金供給を行うなど，引き続き適切かつ機動的に金融政策を運営する
よう要請する"とされた。要は，アメリカの対日要求である量的金融緩和を受
け，アメリカへの資金供給を円滑化するねらいがあったものと言える。
rviその他」では l.i税制j において“景気の本格的回復と新たな発展基
盤の確立を目指す観点から 中小企業・ベンチャー企業支援に資する措置，民
間投資の促進に資する措置等，真に有効かつ適切な措置について検討を行い，
結論を得る"とされ 2. i国債発行の多様化Jでは，“国債の発行について，
確実かつ円滑な消化を図る観点から 市場のニーズを踏まえ，国債の多様化を
進めるとともに公社債市場の活性化を図るため 平成12年2月を目途に5年利付
国債を導入する"と宣言されたが， 98年度3月末債務のうち国債発行残高は，
前年比12.3%増の331兆6.687億円借入金105兆6.432億円政府短期証券(FB)
44~包 1 ， 930億円となっており 政府保証債務残高52兆O.869億円，総計533兆5，9
18億円の累積となった (99年度は約608?)包円に膨張)0 2000年には，国債残高が前
年比12.8%増の492兆9，698億円と過去最高を更新するに至ったのである。
3. i自自公」連立政権による2000年度予算の編成
99年12月に財政制度審議会が側， 2000年度予算編成に関する「建議Jを発表
し，“税収は，景気低迷による減収及び恒久的減税等の実施等により，昭和62
年度水準をも下回る約46兆円にまで落ち込み公債依存度は平成10年度の40.3 
%から43.4%に上昇して戦後最悪を更新する見込みとなった。また，平成1年
度末の国債残高は335兆円にも達する見込みとなっている"としながらも，公
共事業については，“景気回復に全力を尽くすとの考え方に立って編成した平
成1年度当初予算と同額とされているところであるが，その中身については，
配分重点化枠が設定された趣旨を踏まえ，経済構造改革に資する分野， 21世紀
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の発展基盤となる分野等への重点化が図られるよう，要求内容の厳しい吟味を
行っていくとともに，個別事業の実施においても効率的な執行を図っていくべ
きである。また，公共事業以外についても， r情報通信，科学技術，環境等経
済新生特別枠」が設けられた趣旨が実現されるよう， 21世紀に向けて真に必要
な分野・事業への重点的な予算配分に十分配慮することが必要である"と強調
して，連立政権の予算編成に対する「指針」を示した。
これに応えて，小淵(1自自公J連立)政権は， 2000年1月召集の通常国会で
の予算案早期成立を最優先し，連立政権最大の課題である経済「再生」のため
に積極型予算を組んで実績をあげる姿勢を誇示した。つまり， r経済再生内閣J
の看板を改めてアピールするとともに，国民の支持を得ていない「白自公」連
立政権に対する国民の理解を得る手段とするためには，衆院の冒頭解散を行っ
て政治空白を置く余裕がないと判断したからでもある(刷。だが， 2月衆院， 3月
参院で可決・成立した「自白公」連立政権として初の2000年度予算が，経済
「再生Jという連立政権の看板通りに，果たして景気を回復させて一般国民の
支持をえる内容であったかといえば，編成された予算内容を検討すれば，その
逆であることは明白であった。
まず，歳入では，新たな借金33兆円，税収52兆円，歳出では，一般歳出48兆
円，地方に15兆円，借金の元利返済22兆円などあり，総額84兆9，871億円規模
であったが，史上最高の32.6兆円(歳入の38.4%) を国債依存で賄い，財政危
機に拍車をかけて借金漬け財政をさらに悪化させた。 2000年末で，国・地方の
財政の年間赤字は国内総生産 (GDP)の約l割 (49.6兆円) 国・地方の長期債
務残高は645兆円とGDP (496兆円)の約1.3倍に膨張し，小淵政権成立以来，
101兆円の借金が増大したが 小淵首相は“世界ーの借金王"などと開き直っ
てみせた。 95年に蔵相の諮問機関である財政制度審議会が，当時は国の債務殺
高がGDPの88.9%であったが， r財政の基本問題に関する報告」で，“例えて
言うならば，近い将来において破裂することが予想される大きな時限爆弾を抱
えた状態である(中略)その時限爆弾を毎年大きくしている"と指摘していた
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ことを想起すれば，小淵政権による膨張ぶりは極限をすでに突破していたもの
といえよう。
そうした破滅的財政構造を「改革Jする姿勢すらも示さずに，公共事業関係
費には，財政審の「建議Jに呼応して前年度と同額の9兆4，307億円をあて，財
政法に違反するとの指摘もある「公共事業等予備費」に5，000億円上積みして，
借金累積の原因である総額630~包円の「公共投資基本計画」のもとで，公共事
業に国10兆円，地方30兆円，公団10兆円，合わせて50兆円投入というシステム
による異常な財政運営を継続・強行したのである。住民投票で圧倒的な
の審判が下つた吉野川可動堰 世界一高い使用料が問題となつている関西空港
二期工事，大蔵省も採算性に問題があるとする中部国債空港建設，万博国際事
務局から指弾された愛知万博 在来線維持の保証がなく 地域住民の足を奪い
かねない整備新幹線計画 その他 首都機能移転計画なども含めて，採算性無
視や環境に深刻な打撃を与え 雇用効果も低下しているような大型プロジェク
トが目白押しであり 景気の自律回復につながるような性格のもので決してな
かった。
銀行への支援枠組みを60兆円から70兆円に増額し 拡大分のうち6兆円は金
融機関の破綻処理に投入することにして，長銀には，税金4兆5千億円投入の上，
アメリカ系投資会社に売却し，また， 日債銀には3兆1千億円，拓銀には1兆5億
円投入したが，一方では，銀行による中小企業への貸し渋りには改善がなく，
軍事費には総額4兆9，358億円が当てられた。だが，財政破綻のしわょせとして，
国民には年金制度の「改革」が待ち構えていたのである。
4. 年金制度の「改革Jと小浜，IJ政権の終罵
小淵 (f自白公」連立)政権は，保険料の大幅引上げ，支給額引下げ，支給開
始年齢の再引延ばしなど，国民の「自己責任Jr自助努力」というスローガン
の下に「所得再配分としての社会保障」を否定し， 85年， 89年， 94年と3次に
わたる年金制度「改革」の継続・実施を決定した。
99年年金制度「改革」の内容については，厚生省「年金改革・五つの選択肢」
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によると“保険料・掛金を二倍にするか，給付額を四割削るか，それとも制
度そのものを廃止するか"として，たとえば， 40年加入で月65，000円の基礎年
金をベースに，上乗せ部分の厚生年金や共済年金についは，民営化論の立場か
ら年金制度の所得再配分機能を否定して，各自が自己責任において企業年金か，
あるいは個人年金かを購入することを推奨し，公的年金制度を形骸化する内容
となっていたために，いずれも選択できるものではなかった。
「五つの選択肢」の誘導的な設問による厚生省「有識者調査Jも，保険料5
割引上げ，年金給付2割引下げを選択した人が40%でトップといわれ， これを
根拠に，保険料5割アップ，年金額2割ダウン，賃金スライド制廃止，支給開始
年齢65歳実施前倒しと再引延ばし，いわゆる「専業主婦Jなどの被扶養配偶者
からの保険料徴収，などを中心とした年金「改革」の基本方向が設定された(ω刷引叩1)
しかし， 94年国会で与野党一致の附帯決議では円基礎年金の国庫負担割合
を3分のlから2分のlに増額し 全額国庫負担をめざすことこそ国会決議という
公約を実行することであった。 2兆4.000億円の新しい財源によって年金財政を
安定させ，現在基礎年金の3分のlしか支給されない免除者の低年金を2分のlに
引き上げることも可能であったし また 基礎年金の全額国庫負担をめざすこ
とによって，学生・被扶養配偶者(i専業主婦Jなど) ・失業者など，無収入の
人びとの問題も解決が可能であった。要するに， 85年以来，強行されてきた国
庫負担の削減方針を変えることが必要だったのである。
保険料・掛金の引上げや支給額切下げを回避して，賃金スライド制を継続し，
年金財政を基本的に維持して「高齢化社会」を乗りきることは，年金財政の巨
額な積立金を財政投融資のために活用することとは決してイコールではなく，
受給者数が2020'"-'40年に最高になるが，その後受給者比率が下がっていくため
に，年金のために計画的に運用することこそが可能な選択肢であった。年金の
財源はその7割が保険料・掛金，その他が積立金の運用利息と国庫負担であり，
年金財政は毎年10兆円ほどの黒字(収支残)を出して，その大部分が大蔵省
(資金運用部)に集められ 毎年の収支残は積立金として累積されたが， 95年度
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に例をとると，年金給付総額の5"-'6年分にもおよぶ161兆円に達し， この膨大
な積立金が財政投融資として大型プロジェクトや海外経済協力費に融資され，
そこから生じる「運用益」を年金財政とする方式が採用されていたのである(問。
ところが，年金給付額と積立金の比率は，アメリカが1・1年分，英国・ドイ
ツがそれぞれ0・4年分など ほぼ1年分かそれ未満であり，わが国の積立金も
欧米なみに改めれば，それだけで直ちに10兆円の新しい財源が生まれ， 99年の
年金「改革Jによる保険料負担増4兆円など不要となったのである。 21世紀
「高齢化危機」論や「年金破産J論を吹聴して，大幅保険料引上げや年金給付
大幅引下げ，無収入者の保険料徴収を強調する「理論」も，全就業者数と全人
口との比率が，政府統計でも高齢化社会のピーク時もほとんど変わらないとい
う明らかな事実を見れば根拠を失う類でしかなかったのである例。
しかし， 2000年3月には，小測(1自白公」連立)政権によって年金「改革」
法案は強行・可決された。表2-21にその概略が示されるが，つまりは，保険
料率を将来にわたり段階的に引き上げ 年齢が低くなるにつれて保険料負担が
増加する仕組みとなっていたのである。夫70歳の夫婦(妻は専業主婦で夫より3
表2ー 21夫婦の年金給付減額 (万円)
1999年の
現行制度 改定後 生涯削減額
夫婦の年齢
70歳 7100 6800 ム 300
60 7000 6500 ム 500
50 6200 5700 ム 500
40 6100 5100 ム1000
30 6100 5000 ム1100
20 6100 4900 ム1200
(注) 厚生省年金局「厚生年金制度における世代間の年金給付額と保
険料負担の関係(概念図)Jによる。 94年財政再計算結果に基づ
き，最終的な保険料率は29.8%，本人の老齢年金受給期間は，平
均的に81.4歳までとし、年金給付額と保険料負担については， r夫
と妻(専業主婦で夫より3歳年下)Jの場合を想定。額はすべて
l人当たり (94年度価格)を示す。
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歳年下)で300万円， 20歳で120万円の給付減額となり，公共事業への巨額の税
金投入とは対照的に，年金給付の削減のほか，医療費の自己負担増，介護保険
の実施による2兆円規模の国民負担増となった。社会保障財源の中で国の負担
比率は1979年度29.9%から97年度19.0%と激減し，定額制だ、った老人医療費の
自己負担に定率性導入によって国民負担はさらに増幅した。 97年医療費の大幅
引き上げに続く2000年年金「改正」で受給額の引下げや厚生年金の65歳繰延べ，
賃金スライド制の廃止など、支給額は大幅に削減されることになったのである。
税制「改正」による所得「減税」と称した大衆増税や産業「再生」と呼称し
た労働者に対する事実上のリストラ・解雇，年金制度「改革」という名の改悪
など，労働者や庶民に背を向けた施策の強行によって国民多数の家計消費を一
層冷やし，景気浮揚には必ずしも結びつかない「社会資本整備」などと称した
大型公共事業によって国債を破滅的に累積させてきた小淵政権に対して，漸く
2月危機が輔かれるに至り，支持率も低下した(問。こうした危機的状況に対処
するために，小淵首相は， 4月はじめに小沢自由党党首，神崎公明党代表らと
会談して政権延命を謀ったが 自由党の連立離脱が決定的となった。翌日に公
邸で倒れて入院，遂に小測政権は総辞職するに至ったのである。
[注]
(1) r朝日新聞J(98年7月30日付)
(2 )小淵首相は， 8月7日の所信表明演説で，“現下の最大の問題は，長期化する景気
の停滞と金融システムに対する信頼の低下であります。先の参議院議員通常選挙に
おいて示されたのは，国民が何よりもまず，わが国の経済情勢を極めて深刻に感じ，
その一日も早い回復を願っているということでありました。私は， こうした国民の
声を真撃(しんし)に受け止め， この内閣を「経済再生内閣」と位置づけ，果断に
取り組んでまいります。日本の金融システムが健全に機能し， 日本経済が再生する
ことこそ，アジアを始めとする世界に日本が貢献する最大の道であります"と述べ
ている(r東京新聞j 何年8月7日付・夕刊)。
(3) n 998年度年次経済報告』。ただし，第一章「景気停滞が長引く日本」で【デフ
レスパイラルの可能性】については，“日本経済がデフレスパイラル状態に入って
いるとか，入りかけているとの指摘は当たらない"とデフレスパイラルの可能性す
らを否定し，さらに，従来型の公共事業を中心とした「総合経済対策」で，“景況
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感は上向く"と楽観的であったし，第二章「成長力回復のための構造改革」では，
今後“企業のリストラが更に進展し雇用に悪影響を及ぼす可能性もある"と指摘し
たが，その一方では，企業に一層のリストラを推進するように求め(【企業システムの
変革])，“労働市場の需給調整機能を一層高めることが重要"と労働力の流動化を進
めることを強調するなど((重要性増す労働力市場の機能】)，論理的欠陥は見逃せなかっ
た。
(4)経団連「くりつぶJ(No.84 /98年8月27日)
(5 )経済同友会「小淵新内閣への期待と提言J(98年8月4日)
(6)経済企画庁「緊急経済対策J(現在は内閣府デー タ)
(7 )何より恐れているのは これらの法案が成立する以前に，すでに株価が額面割れ
を起こしていて市場からは事実上の破綻状態と認定されている日本長期信用銀行が
崩壊することであった。そのために小淵首相は，長銀の役員全員退陣や本居ビルを
含む優良資産の売却，人員整理などを含めた再建策を発表させる一方で，住友信託
銀行社長を官邸に呼んで 公的資金5，000億円以上の投入を条件に長銀の吸収合併
を要請した。住友側は，子会社を含めた長銀の不良債権の全貌が分からない状態で
引き受けできないという態度を示していた(高野孟「今週の焦点・金融関連法案・本格
的審議へJ/ I朝日新聞J8月24日付)
(8) 98年9月経団連「金融システム安定化を求める緊急声明J(経団連くりつぶ No.86)
(9 )宇賀克也「金融再生委員会の設置J Wジュリスト~ (99年3月l日号58""62頁)参照
(10)正式名は「金融機能の安定化のための緊急措置に関する法律J。本論(2)1I (1) 
「橋本政権の6大『改革』路線と列島『グランドデザイン~J 59'"'-'61頁参照
(11)正式名は「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」第l章総則
(第l条~第3条)，第2章金融機関等の資本の増強に関する緊急措置(第4条~第10条)，
第3章預金保険機構の業務の特例等(第1条~第四条)，第4章雑則(第19条・第20条)， 
第5章罰則(第21条・第22条)，附則，の構成
(12) r金融再生トータルプラン」について r経済白書」では，第3章「各種構造改革
下の経済政策」で【バランスシートの改善】として，“不良債権問題の抜本的解決
では，資産売却で資金を回収し貸し出しに回す必要がある"とし，不良債権の早期
処理を強調しているが，なぜ税金を投入しなければならないかを明らかにしていな
い。アメリカでは不良債権処理を“商業銀行の破たんの場合(中略)結果的には預
金保険機構の枠内で処理が行われた"と白書も紹介しているように，銀行業界の自
己責任で解決するというルールに立ち戻させることこそ 銀行の信用回復につなが
るものであった。また，企業努力にもかかわらず，不景気のために経営不振に陥っ
ている中小企業を倒産させ失業を増加させるような不良債権処理では，一層景気を
悪化させるだけであったし，銀行による回収資金のアメリカへの流出(貸し出し)と
いう便法に道を拓くだけであった。以上との関連で r<リレー研究・第l回)金融機
関の不良債権の実態と破綻処理スキームJ(1特集・金融機関の再生と早期健全イじJ/ Jj'ジユ
リスト~ 99年3月1日号)は参考になるが，やはり r税金投入の問題点」や「金融ビッ
グパンのねらいJに関する視点が不鮮明である。
(13) 日本銀行名古屋支庖長(当時)原田靖博「最近の金融動向についてJ(98年12月1日
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講演)
(14)金融監督庁の発表SE C (不良債権基準に関するグロー バlレスタンダー ド)基準による。
99年3月期では29兆7，580億円(金融監督庁「預金取扱金融機関のリスク管理機構等の状況
についてJ)。金融機関の自己査定では，以降拡大して99年7月には87兆5，270億円
( r日本経済新聞J99年7月 18 日付)および前掲『ジュリスト~ 99年3月1日号13頁参照
(15)正確には，リップルウッド・ホールディングを核とする投資組合「ニュー・ LT
CB・パートナーズJ(リップル社以外， GEキャピタル，メロン銀行，ペインウェーパー
証券， ドイツ銀行， トラベラーズ保険など出資企業で構成)
(16) 99年2月26日経済戦略会議「日本経済再生への戦略J(答申)
(17)アメリカでは， 80年代のS&L (貯蓄貸付組合)の経営破綻に対処して創設された
RTC (公的債権回収機構)によって莫大な公的資金(税金)が投入されたことへの
反省に立って91年の法改正により破綻処理に対する税金投入を禁止し，ロスシェア
リング体制による処理費用の銀行業界共同負担を確立して銀行の自己責任原則を明
確にしたが， この点，経済戦略会議が諮問機関としてバックアップ9したはずの小淵
政権の採用した政策は まさに逆さまであったというほかはない。
(18)経済戦略会議「日本経済再生への戦略」に対する批判については，林直道「これ
では日本経済は再生しない~経済戦略会議批判"-'J (1経済JI9年6月号)参照。尚，経
済戦略会議中谷巌議長代理(一橋大教授)らの新自由主義派に対する批判については，
二宮厚美「現代資本主義と新自由主義J(1経済JI9年5月号)参照
(19) 99年9月経団連「平成1年度税制改正に関する提言J(経団連くりつぷ No.87)
(20)経団連は， 96年1月の「経団連ビジョン2020Jで，現在の直接税65%，間接税35
%から法人税や所得税の直接税50% 間接税50%の割合にするよう要求している。
(21)財務省データ「所得税の国際比較税率構造」
(22) 99年10月6日発表の総務庁「家計調査報告」では 全世帯の消費支出が前年度比
3.1%物価上昇分を除いて2.3%，各減少で， 9月の減少につづて， 2ヶ月連続であっ
た。内閣府「内国調査」でも “97年秋以降 消費支出を引き締める人の割合が急
速に高まっている"として，“消費者マインドには下げ止まりの兆しがみられてい
るが，消費支出を引き締めている理由として先行き不安をあげる人が依然として多
い"と指摘し，“雇用不安を感じている人の割合も高まっており，雇用不安が先行
き不安をもたらしている可能性が高い"と分析している (9年4月12日内閣府「今週の
指標J)。
(23)財務省データ「法人所得課税の税率の国際比較」および「法人所得税の実効税率
の国際比較」参照
(24) 96年1月法人課税小委員会「報告」
(25) 1995年基準国民経済計算 (201年8月16日内閣府公表)
(26)森田実氏が，“自民党はまず「自白J2党連立を固めた上で，さらに一歩を進めて
「自自公」三党連立を目指している。公明党は九九年四月の統一地方選までは野党
の立場をとるが，その後のことは流動的である。自民党内には九九年四月以後の公
明党との連立の実現について強い自信がある。 自白連立は外交・安全保障政策の
面ではどちらかといえば右翼的性格の政権である。公明党が加わって「自白公」に
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なると右翼色は弱まるが，本質的には変化はない。むしろ公明党が右旋回すること
になる。経済政策の面では古い自民党時代に逆もどりし官僚のイニシアチブが強化
されるだろう。恒久減税は先送りし，財政赤字がさらに拡大する。強いものはさら
に強く，弱いものはますます弱くなる。「弱肉強食」路線が強まることになろう。
自白連立政権には今日の日本の危機を克服する力はないように思う"と指摘してい
たのが的中している cr1999年の政治を動かす三つの要因J98年12月16日)
(27)国税庁の統計資料によると，年収1，000万円以上の給与所得者は5.5%，年収2，500 
万円以上の給与所得者は0.1%である (96年『民間給与実態統計調査d1)
(28) r朝日新聞J(99年8月5日付)
(29) r日本経済新聞」例年8月5日付)
(30) 96年労働省『民間給与実態統計調査』
(31)大蔵省「一般会計税収の決算概要」
(32) 99年度予算編成については，北野弘久「政府の『減税政策』を批判するJ(W日本
の進路dI99年2月号)参照
(33) r産経新聞J(99年7月29日付)， 
(34) 自治省「地方分権一括法概要J参照
(35)中央省庁等改革推進本部「中央省庁等改革の推進に関する方針J(99年4月27日)参
照。
(36)淵上貞雄(談話) r第百四十五回通常国会を終えてJ(99年8月13日)0 r毎日新聞J(9 
9年8月15日付)。
(37)農林水産省「耕地及び作付面積調査」
(38)経団連「農業・農村・食糧問題について本格的検討J(97年4月12日)
(39)経団連「農業基本法の見直しに関する提言J(97年10月9日)
(40)経団連「産業競争力強化に向けた提言J(98年12月15日)
(41)自民党(総合農政調査会農業基本政策小委員会) r農政改革大綱J(98年12月4日)では，
「農政改革についての基本的考え方」として，“経済社会の国際化が進展する中で，
農政の展開にあたっても，国際的な協調や地球的視点を踏まえていくことが求めら
れている"と一方的に断定し “こうした農業・農村をめぐる厳しい事態及び国際
化の進展という状況に適切に対処し，来るべき21世紀においても，我が国農業・農
村の持続的な発展を通じて 国民の安全で豊かな暮らしを確保していくことができ
るようにすることは，緊急かつ重要な国民的課題である。このため，現行基本法に
基づく戦後の農政を，その反省を踏まえ国民全体の視点に立って抜本的に見直し，
経営感覚に優れた効率的・安定的担い手の確保を通じ 我が国農業が有する力が最
大限に発揮され，安全で合理的な価格での食料の安定的供給と農業・農村の多面的
機能の十分な発揮が可能となる政策として再構築する"と強調して，家族経営基本
の農業否定を宣言した。
(42)正式名は「食料・農業・農村基本法」例年7月12日)
(43)農業者の生産指針として目標となる自給率を定め 概ね5年ごとに評価していく
計画で，目標数値については，別に策定される基本計画に盛り込むとされていたが，
食糧自給率を現在の40%から2010年度に45%に引き上げることを柱にした「食料・
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農業・農村基本計画Jが2000年3月24日に閣議決定された。
(44)農業生産の担い手については r効率的，安定的な経営体」を育成するとして
稲作で10"'20ヘクタールという大規模農家を「育成」し， 9割以上の農家をきりす
てる方向を新「農基法」農政の中心にすえたが，家族経営を農業経営の基本に位置
付け，条件不利地域での農業と農村が維持で、きるように直接的補償措置を導入する
必要があった。家族経営は日本農業の中心的担い手で、あり，その発展を基礎に日本
農業の再建が図られなければならなかったからである。農家を規模や専業・兼業で
区別するのではなく，現に生産を担っている大多数の農家が安定的に経営を営める
施策を農政の基本に据える規定が必要であり，また「新農政」関連規定，法人化推
進規定などは削除すべきであった。
(45)農業生産の担い手については r効率的，安定的な経営体Jを育成するとして，
稲作で10"'20ヘクタールという大規模農家を「育成」し 9割以上の農家をきりす
てる方向を新「農基法」農政の中心にすえたものといえるが，家族経営を農業経営
の基本に位置付け，条件不利地域での農業と農村が維持できるように直接的補償措
置を導入する必要があった。家族経営は日本農業の中心的担い手であり，その発展
を基礎に日本農業の再建が図られなければならなかったのである。農家を規模や専
業・兼業で区別すTるのではなく，現に生産を担っている大多数の農家が安定的に経
営を営める施策を農政の基本に据える規定が必要であり，また「新農政J関連規定，
法人化推進規定などは削除すべきであったといえよう。
(46)正式名は99年度「食料・農業・農村の動向に関する年次報告Jであったが (2000
年4月発表)，第I章食料の安定供給確保，第E章農業の持続的発展，第E章農村
の振興と農業の有する多面的機能の発揮，の3章から構成された新「農基法JのP
R版ともいえる内容であった。すなわち“食料自給率の低下の主要因は，長期的に
は食生活の変化によるものであるが，短期的に見ると圏内生産の減少の影響が大き
い"として，消費者サイドによる食生活の変化のせいにし 農産物自由化による輸
入農産物の急増や農産物価格引き下げ政策による農業経営の逼迫・離農促進などに
起因した生産減退の責任についてはアンタッチャブルであった。いわば，食料自給
率低下の責任を消費者や農民に転嫁し 農政の責任は不問で “市場原理のいっそ
うの活用"家族経営を否定して企業的農業を促進する“規模拡大"“食料の安定的
輸入確保"など，市場原理の推進をもっぱら強調して，輸入自由化や市場主義を農
業・農村に浸透させようとしたものであったといえよう。
(47)正式名は「産業活力再生特別措置法J(99年8月6日制定・ 10月1日施行)
(48)経済戦略会議の答申「日本経済再生への戦略」を産業「再生」法との関連でみる
と，まず，大企業中心の競争社会を前提にして，以降10年を“日本経済再生の道"
として， 2000年度頃までを“バブル経済の集中清算期間" 2002年度頃までを“成
長軌道への復帰と経済健全化期間" 2003年度頃以降を“財政再建，構造改革によ
る本格再生のための期間"と3段階設定し，この間，“国民一人一人に改革の痛み"
を分かち合うよう要求次いで 戦略の具体的方策としては税制「改革」と称し
て直間比率の見直しにともなう消費税の増税不可避，法人税引下げをあげ， r自己
責任と自助努力」をベースとした職安行政の民営化や年金・医療など，公的社会保
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障の縮小，競争原理・民間活力の導入をも含めた公的サービス部門の大幅削減や民
営化，規制緩和を促進し，その結果として「人が人として尊ばれる」社会が到来す
るなどとする驚くべき論理が展開されていた。
(49) 日本労働弁護団では，産業「再生J法が“営業譲渡，分社化，企業分割，資産廃
棄等の企業組織の再編を促進するものであり 労働者の雇用に重大な影響をもたら
すものであった。しかるに これらの法案では 企業組織の再編に乗じた労働者の
解雇を規制し，労働者の雇用を維持するための措置がなく，国家の認可のもとにリ
ストラを促進する性格を有している"とする声明を幹事長井上幸夫名で発表・批判
した(1雇用と労働条件維持の措置のないリストラ促進法=産業再生法案の成立は認められな
いJ(9年7月23日)
(50)谷山治雄「財界の露骨で、身勝手な要求が通った産業再生法J(0'日本の進路~ 99年9月
号)参照
(51)全国労働組合総連合「産業活力再生特別措置法案の採決強行・成立に抗議する」
(99年8月6日)
(52)都銀，長信銀，信託，地銀，第2地銀など143行を対象として， 2000年3月末の従
業員数についてヒアリング調査を実施し，有価証券報告書をもとに，バブル経済の
ピーク時にあたる1991年3月末および前年の1999年3月末と対比・分析した「帝国デー
タパンクJの調査である。
(53)森田実は，“小淵自白公連立政権は衆議院で7割以上 参議院で6割近い議席を占
める強大な政権ですが，それは国会のなかだけのことです。選挙の洗礼を受けてい
ないのです。大多数の国民は， このグロテスクでいかがわしい非民主主義的な小測
自白公連立政権に背を向けています。総選挙において良識的な有権者の力が働けば，
小淵政権は崩壊じます"と評論している(森田総合研究所0'2000年大変化を読む』参照)。
(54)経済同友会「小説l改造内閣に望む"'21世紀への国創りに向けたリーダーシップを
'" J (99年10月5日)
(55)経済企画庁「経済見通し見直し試算J例年1月)。大蔵省「景気予測調査J(99年
8月)
(56) 99年12月「国民生活白書」参照
(57)帝国データバンク「企業倒産集計J参照
(58)資金繰りに窮する中小企業が増加したため，通産省は5兆円の特別保証枠拡大の
方針を決める一方で¥各都道府県の信用保証協会に審査基準を厳しくするように指
導し，金融監督庁も融資基準強化を打ち出すという全く逆の方針をとるに至った
(TWP特報「中小企業の悲劇・通産大臣が激怒した報告書J)。
(59)財政制度審議会 12000年度予算の編成に関する建議」豊田章一郎会長ほか，委員
21人中財界12人を擁した構成であった。
(60)解散先送りの背景には，官房長官によると，自由党との合流問題が「白紙」になっ
たことにあり，予算成立後に r自自公J3党体制で選挙協力や国会運営を行う中で
信頼関係を再構築し，衆院選挙に臨みたいと考えたからであった (1朝日新聞J99年11
月23日付)。
(61)， 98年末「年金改革・五つの選択肢J，99年2月「年金白書J，同5月「有識者調査」
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など参照。垣内亮「政府の年金『危機』論を批判するJ(Ii経済J98年9月号)参照
(62) i国民年金法の一部を改正する法律案に対する附帯決議J(94年10月26日)
(63) 2001年現在，厚生年金134兆円や国民年金10兆円など公的年金の保険料を積み立
てた年金積立金約144兆円の運用の仕組みについては，資金運用部への預託が基本
であるが， 2000年3月までは，厚生年金保険及び国民年金の積立金は，その全額が
厚生保険特別会計，国民年金特別会計を経由して資金運用部に預託され，郵便貯金
等とともに資金運用部資金として運用されていた。資金運用部資金は政府系金融機
関や地方公共団体等を通じて様々な分野に融資が行われる財政投融資の資金となっ
た。資金運用部に預託された年金積立金に対して利子が付されるが，この預託金利
が年金積立金の運用収入であった。年金積立金の預託期間は7年間であったが， こ
れに付される金利の水準は10年物長期国債の表面金利で設定された(日本勧業銀行
「厚生年金保険・国民年金の積立金の運用に関する基本方針についてj)。
(64)林直道「高齢化社会の基本問題J(Ii経済J98年9月号)および全国労働組合総連合
「安心して暮らせる年金制度の確立へJ(第17固定期大会付属文書)参照。
(65) i読売新聞」調査では 不支持率45.6%，支持率40.7% (3月2日付)， i朝日新聞」
調査では，不支持率45%，支持率36%(3月23日付)という結果であった。
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